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別紙３                                                   
 

Ⅰ. 厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
総合研究報告書 

がん登録を利用したがん検診の精度管理方法の検討のための研究 
 

研究代表者 松坂方士  国立大学法人弘前大学医学部附属病院 准教授 
 

研究要旨 
がん検診によってがん死亡率を低下させるためには、評価指標を設定して徹底的に精度管理すること
が必要である。感度や特異度など、がん検診データとがん登録データを照合することで得られる指標
は、精度管理を実施する上では極めて重要であるものの、個人情報の保護などの理由からわが国では
あまり算出されることはなかった。この状況を改善し、感度や特異度などの強力な指標をがん検診の
精度管理で利用できる環境を準備するのが本研究班の目的である。2 年間の研究活動により、新規に
データ照合事業を開始する際の課題とその解決策についての事例を収集するとともに、データ照合の
ための標準的な手順や指標なども整理し、複数の自治体で新規にデータ照合による精度管理を開始し
た。今後は、新しい指標である感度・特異度によるがん検診の精度向上の実例を蓄積する必要がある。 

研究分担者 
雑賀公美子（国立大学法人弘前大学・大学院医

学研究科・客員研究員） 

松田智大（国立研究開発法人国立がん研究セン
ター・がん対策研究所国際政策研究部・部長） 

高橋宏和（国立研究開発法人国立がん研究セン
ター・がん対策研究所検診研究部検診実施管
理室・室長） 

斎藤 博（青森県立中央病院・医療顧問） 

京 哲（国立大学法人島根大学・医学部産婦人
科学・教授） 

金村政輝（地方独立行政法人宮城県立病院機構
宮城県立がんセンター・がん疫学・予防研究
部・研究所 がん疫学・予防研究部 部長） 

柴﨑智美（学校法人埼玉医科大学・医学部医学
教育センター・教授） 

井口幹崇（公立法人和歌山県立医科大学・医学
部内科学第 2 講座・准教授） 

田中里奈（国立大学法人弘前大学大学院医学研
究科・助教） 

Ａ．研究目的 
本研究の目的は、青森県、和歌山県および島根県

での先行事例を最大限に活用して、がん登録情報
を利用したがん検診の精度管理を全国の市町村に
実装する体制を整備することである。具体的には、
これら先行3県の事例を基にしてがん登録情報を
がん検診の精度管理に利用するために必要な項目
をリストアップし、標準的な手順と、信頼性のある
結果を得るための基準案と精度指標案を設定する。
先行3県ではこの標準的な手順にしたがって精度
指標を算出する。また、新規にこの事業を展開する
自治体に対して、実装支援としてこの標準的な手
順や精度管理の手法を適用し、実施までの経過や
算出された精度指標を公開する。この際、がん登録
情報やがん検診情報の特徴を考慮した上での標準
的な指標の解釈も示し、一般市民のがん検診に対
する正しい理解の促進を促す。 

がん検診によってがん死亡率を減少させるため
には、科学的根拠があるがん検診手法を選択する
ことと、評価指標を設定して徹底的に精度管理す
ることが必須である。がん検診の主たる評価指標
の中でも特に感度は重要であるが、わが国ではそ
の算出に不可欠であるがん登録情報とがん検診情
報との照合がほとんど実施されておらず、これま
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で算出することはほぼ不可能だった。このことが、
がん検診によって対象がんの死亡率を減少させて
いる諸外国とわが国との最大の差である。 

そのような中で、平成28年の「がん登録等の推進
に関する法律」施行により、市町村はがん登録情報
の利用が認められ、積極的な精度管理が可能にな
った。ただ、実際にはがん登録情報とがん検診情報
とを照合する際には多くの障害がある。本研究の
研究分担者（雑賀）は、平成26-31年度に厚生労働
省科学研究費補助金がん対策推進総合研究事業に
おいてがん登録情報を用いて市町村のがん検診事
業を評価するための体制の条件を検討し、1）がん
検診精度管理事業の体制整備、2）データ照合場所
と個人情報の取り扱い、3）照合データの正確な解
釈、を整理すれば実施可能であることを明らかに
した。本研究がこれらの条件をクリアする標準的
な手順を示し、精度管理のための重要な評価指標
の算出を可能にすることで、全国の市町村で評価
指標を設定してがん検診体制を徹底的に精度管理
する体制を整備することが可能になる。 
 
Ｂ．研究方法 
(A) がん検診の精度管理にがん登録情報を利用す

るための都道府県および市町村の機能強化と
評価手法の標準化（松坂、松田、雑賀、斎藤、
田中が担当） 

1) 厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合
研究事業）「都道府県がん登録の全国集計デー
タと診療情報等の併用・突合によるがん統計整
備及び活用促進の研究」（研究代表者：松田智大）
でのがん登録情報を用いたがん検診事業評価
に関する検討では、精度管理・事業評価の実施
主体（都道府県か市町村か）や実施体制のパタ
ーン別に課題が整理された。がん登録情報は都
道府県、がん検診情報は市町村の管理であるた
め、がん検診精度管理のためにこれらを照合す
る際には、実施主体が他方の情報を利用するた
めの体制整備（個人情報取り扱いのための規約、
手続きなど）が必要となる。また、実際の照合
作業は全国がん登録データベースの利用が想

定されるが、島根県や和歌山県の事例から、が
ん登録室が外部に委託されている場合には追
加の体制整備が必要であることが分かってい
る。青森県や島根県の事業から、市町村ががん
検診情報を格納するデータベースの機能や抽
出される情報形式がベンダー等により異なる
ことが明らかになっており、照合作業のために
は市町村のがん検診データベースの確認が重
要である。このような検討を元に、がん検診精
度管理の手順と、これを実現するための具体的
な基準・指標の案を設定した。 

2) 青森県（松坂、田中）、島根県（京）、宮城県（金
村）、埼玉県（柴崎）、和歌山県（井口）などの
モデル地域において、1）で作成した基準・指標
と照合のための課題に関する調査を行い、その
妥当性を検討した。 

 
(B) がん登録情報とがん検診情報の照合データを

用いたがん検診事業の評価手法の整理、およ
び評価指標と解釈の提示（松坂、松田、雑賀、
斎藤、高橋、田中が担当） 

1) 全国の都道府県、がん登録室にアンケートを実
施し、これまでにがん登録情報とがん検診情報
を照合したデータをがん検診の精度管理に利
用した経験がある自治体を抽出した。そのよう
な自治体があった場合には、個別に連絡を取っ
て追加調査を実施し、具体的な内容を聞き取っ
た。得られた結果を整理し、今後の精度管理の
参考にすることとした。 

2) がん検診情報としては把握していたが、がん登
録情報には存在しなかったがんや、がん検診受
診日とがん診断日の関係（がん検診の受診日前
に診断されたがん等）の取り扱いについては、
厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合
研究事業）「がん検診の適切な把握法及び制度
管理手法の開発に関する研究」（研究代表者：高
橋宏和）の協力により、令和3年度に本研究班が
取りまとめた。 

3) 本研究班が支援する自治体において、がん登録
情報とがん検診情報の特徴を考慮した上で、標
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準的な手法で評価するための具体的な方法に
ついて記述し、感度や特異度などを算出する。
がん検診情報は市町村によって収集定義が異
なり、データベースのベンダー等によって情報
形式が異なることが青森県や島根県での事例
から明らかになっているが、その取り扱いにつ
いても取りまとめる。 

4) 厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合
研究事業）「がん検診の利益・不利益等の適切な
情報提供の方法の確立に資する研究」（研究代
表者：斎藤博）の協力により、照合で得られた
感度、特異度やその他の指標の正確な解釈を検
討し、それらを含めて精度管理のフォーマット
を取りまとめて公表する。 

 
(C) がん登録情報を用いたがん検診精度管理のモ

デル地域での実装（松坂、雑賀、斎藤、京、金
村、柴崎、井口が担当） 

1) 全国の自治体の担当者を対象に、研修会等でが
ん登録情報とがん検診情報の照合による精度
管理を実施した自治体の事例紹介を行い、新た
に事業展開を希望する地域を抽出した。 

2) (B)1)で実施したアンケートで、過去にがん登録
情報をがん検診の精度管理を目的として利用
した経験のある自治体に本研究班の活動内容
を紹介し、新たに事業展開を希望する地域を抽
出した。 

3) 新規の地域において実際にデータ照合による
がん検診事業の精度管理を実施し、課題達成の
ためにこれまでに明らかになっていない点の
抽出や事例収集を行った。 

 
（倫理面への配慮） 

本研究では人体から採取された試料や個人情報
に関連する情報等は用いず、公表されている資料
のみで実施するため、倫理上の問題は発生しない。 
 
Ｃ．研究結果 
(A) がん検診の精度管理にがん登録情報を利用す
るための都道府県および市町村の機能強化と評価

手法の標準化（松坂、松田、雑賀、斎藤、田中が担
当） 
1) がん検診の精度管理の手順と、これを実現する

ための基準・指標の設定 
先行3県の事例から、がん登録情報を利用したが

ん検診の精度管理では自治体間の指標の比較が必
須であり、その比較可能性を確保するためには標
準的な手順を整備し、それにしたがって照合を実
施する必要があることが明らかになった。そのた
め、精度管理体制を全国に普及させるために、第4
次対がん総合戦略研究事業終了時（令和9年度）ま
でに実現すべき目標と基準を8分野、4段階に分け
て設定した。 
（資料 がん登録情報を用いた検診事業精度管理
評価の実施に関する目標と基準） 
 
2) モデル地域における基準・指標と照合のための

課題に関する調査 
令和4年度までに、青森県（13市町村、5部位）、

宮城県（1市1部位（肺）、1市3部位（胃、大腸、肺））、
東京都（1市1区、5部位）、和歌山県（1市、1部位）、
島根県（5市町、1部位）で精度管理のための指標を
算出し、信頼性の高いものであるかどうかを検討
した。（資料 青森県でのがん検診精度管理事業と
今度の課題、資料 宮城県でのがん検診精度管理
事業と今度の課題、資料 東京都でのがん検診精
度管理事業と今度の課題、資料 和歌山県でのが
ん検診精度管理事業と今度の課題、資料 島根県
でのがん検診精度管理事業と今度の課題） 
 
(B) がん登録情報とがん検診情報の照合データを

用いたがん検診事業の評価手法の整理、およ
び評価指標と解釈の提示 

1) 全国の都道府県、がん登録室へのアンケート 
がん登録情報とがん検診情報の照合作業は必ず

都道府県がん登録室を経由する。そのため、本研究
班では日本がん登録協議会（JACR）に委託して、
全国の都道府県がん登録室にこれまでのがん検診
の精度管理を目的としたデータ照合作業の有無を
アンケートによって聞き取った。その結果、データ
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照合を実施した自治体は複数存在したが、その結
果をがん検診の精度管理に利用できたのは福井県
のみであることが分かった。（資料 新規モデル地
域の抽出状況（JACRへのアンケート調査まとめ）） 
 
2) がん検診情報とがん登録情報の取り扱い整理 

先行事例（青森県、和歌山県、島根県）等での事
例から、データ照合に必要ながん登録情報（資料 
データ照合に必要ながん登録情報とその定義）とが
ん検診情報（資料 データ照合に必要ながん検診情
報とその定義）、およびそれらの定義をまとめた。 

市町村が保有するがん検診情報には他に基準と
なるデータが存在せず、単独で精度を定量化して照
合データから得られる集計値の信頼性を評価する
ことは困難だった。そのため、照合データからがん
検診事業の評価対象としては不適切な受診者やが
んを定義して評価から除外し（資料 データ照合に
よるがん検診事業の評価対象から除外する受診者・
がん）、その除外数と内訳を報告して集計値の信頼
性の指標とすることとした。また、その他に照合デ
ータから得られる集計値の信頼性を損なう可能性
がある受診者やがんを定義し（資料 照合データか
ら得られる集計値の信頼性を損なう可能性がある
受診者・がん）、その数も報告して集計値の信頼性
の指標とすることとした。 

研究班では、指標を算出する集計作業を市町村、
あるいは都道府県（都道府県がん登録室）の両方が
行う可能性があることを想定し、行政職でも利用可
能な内容での感度・特異度算出マニュアルを作成し
た。（資料 がん検診事業における感度・特異度算
出マニュアル） 
 
3) ベンダー等による定義や形式の取りまとめ 

現在、デジタル庁により地方公共団体の基幹業
務システムの統一・標準化が進行している。
（https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/
basic_page/field_ref_resources/c58162cb-92e5-4a 
43-9ad5-095b7c45100c/6dbf8e35/20221007_poli 
cies_local_governments_policy_02.pdf）多くの市町
村では住基ネットと紐づいた基幹業務システムの

中でがん検診情報データベースが運用されており、
現在、全国の市町村でがん検診情報がベンダーに
依存しない形式に統一されている途中である。こ
の段階でデータベースのベンダーによるデータ形
式の違い等を調査し、それに対応する取り扱いを
取りまとめても無駄になることが予想されるため、
研究班ではこの作業を中止した。 

なお、本検討項目は市町村のがん検診情報がデー
タベースのベンダー等によって形式が異なり、全国
がん登録データベースでの照合作業やその精度に
大きく影響するために設定したものである。基幹業
務システムの統一・標準化が実現されれば自動的に
本検討項目が整理される。 
 
4) 感度、特異度やその他の指標の正確な解釈の検

討と精度管理フォーマットの公表 
青森県（13 市町村）のがん検診精度管理・事業

報告書は既に作成済みであり、青森県での公表に
関する手続き中である。その中には、研究班の定義
にしたがって算出した感度・特異度と、それについ
ての解釈が記載されている。感度・特異度の解釈は、
主に『スクリーニング 健診、その発端から展望ま
で』（アンジェラ・ラッフルズ、ミュア・グレイ・
著、福井次矢、近藤達也、高原亮治・監訳、同人社
（東京都港区）、ISBN978-4-904150-03-0）、『スク
リーニングプログラム：ガイドブック 効果を高
め、利益を最大化し、不利益を最小化する』（世界
保健機関欧州地域事務局・編、松坂方士、雑賀公美
子・訳、斎藤博・監訳、弘前大学出版会（弘前市）、
ISBN978-4-907192-99-0）を引用して論じられて
いるため、がん検診の指標の解釈としては普遍的
で汎用性があり、フォーマットとして適切である。
（資料 青森県でのがん検診精度管理事業と今度
の課題） 
 
(C) がん登録情報を用いたがん検診精度管理のモ

デル地域での実装 
1) 研修会での事例紹介と新たな地域の抽出 

昨年度事業で実施した全国の都道府県の全国が
ん登録担当課と都道府県がん登録室へのアンケー
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トや、国立がん研究センター開催の研修会等での
本研究班の研究内容の紹介、および研究分担者の
各自治体への個別の情報提供などに応じて、以下
の自治体がデータ照合によるがん検診の精度管理
事業を開始した。 

・ 宮城県（2 市）：1 市は昨年度から 1 部位（胃）
で事業を開始していた。1 市は今年度から 3
部位（胃、大腸、肺）について事業を開始し
た。いずれも、研究分担者の支援によって集
計作業を行った。 

・ 東京都（1 市 1 区）：いずれも今年度に事業を
開始した。1 市は研究班が作成した感度・特
異度算出マニュアルを利用して行政職が集
計作業を行った。1 区は研究班の支援によっ
て集計作業を行った。 

・ 愛媛県（10 市町村）：来年度から事業を開始
することとして、県庁、市町村役場、県がん
登録室で役割分担等について連絡調整中で
ある。 

なお、これまで研究班が支援してきた自治体で
の実施主体やデータの流れ（資料利用申請、照合、
集計）などの類型をまとめ（資料 先行自治体での
実施状況まとめ（実施主体、がん登録データ利用申
請、データの流れ等））、新たに事業開始を検討する
自治体に対して簡潔に事例提示できるようにした。
これにより各々の自治体の個人情報保護体制や都
道府県間登録室の体制に応じた事業の類型を提案
し、事業開始に向けたスムーズな体制づくりが可
能になった。 
 
2) JACRアンケートでの新たな地域の抽出 

これまでにがん検診情報とがん登録情報を照合
してがん検診の精度管理を試みたことのある自治
体のうち、精度管理には至らなかったのは大阪府
（1市）、愛知県（1市）、石川県（1市1町）、神奈川
県（1市）、秋田県（2市）だった。 

これらの市町に直接連絡を取って本研究班の活
動内容とがん検診の精度管理の重要性を伝えたと
ころ、秋田県（1市）が令和4年度事業として本研究
班の協力の下で新たにデータ照合によるがん検診

の精度管理事業を開始することとなった。しかし、
全国がん登録データベース（がん登録情報とがん
検診情報の照合のために用いる）の外部照合機能
の障害が続き、令和4年度中にデータ照合が出来な
かった。 
 
3) 新規地域でのがん検診事業の評価、課題達成の

ための課題抽出、事例収集 
研究班からの働きかけに応じて 14 市区町村が新

規にデータ照合によるがん検診の精度管理事業を
開始、あるいは開始予定である。事業を開始するた
めの都県や市区町村、都県がん登録室での議論の
中では、以下の点が検討課題として取り上げられ
た。 

・ 法的根拠（対策型検診は健康増進法十九条の
２、都道府県からのがん登録情報の提供は健
康増進法十九条の３およびがん登録推進法
十九条、がん検診の精度管理はがん予防重点
健康教育及びがん検診実施のための指針（健
発第 0331058 号 厚生労働省健康局長通知）、
感度・特異度の算出は同指針別添（事業評価
のためのチェックリスト）） 

・ 個人情報の取り扱い（都県がん登録室では全
国がん登録事業として個人情報の安全管理
措置が徹底されている。都県では個人情報を
扱うことはない。市区町村では、提供された
ががん登録データの取り扱いに関して要領
が必要と整理された場合があり、研究班の支
援下で個人情報取扱要領が整備された。） 

・ 集計作業（最終的には研究班の支援なしで集
計されるのが理想的である。研究班では、あ
る程度の集計スキルがある自治体やがん登
録室に算出マニュアルを配布し、意見を収集
してマニュアルをバージョンアップさせる
ことで、マニュアルを参照しながら各自治体
が自律的に集計作業を実施できる環境を整
備することとした。） 

・ がん予防重点健康教育及びがん検診実施の
ための指針に記載されていないがん検診（い
わゆる指針外検診）ではデータ照合を実施し
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ない（がん検診事業は、アセスメント（指針
に記載されているがん検診の実施）→マネジ
メント（精度管理）の順に進行するものであ
る。指針外検診はアセスメントで失敗してい
るため、マネジメントの対象ではない。その
ため、データ照合は実施しない。） 

（資料 がん登録情報とがん検診情報の照合によ
るがん検診の精度管理事業における課題） 
 
D．考察 
(A) がん検診の精度管理にがん登録情報を利用す

るための都道府県および市町村の機能強化と
評価手法の標準化（松坂、松田、雑賀、斎藤、
田中が担当） 

1) がん検診の精度管理の手順と、これを実現する
ための基準・指標の設定 

信頼性のある照合結果と精度管理のための指標
を得るためには、いずれの情報も精度の高いもの
でなければならない。全国がん登録情報は法制化
により十分に精度が高いとみなしうるが、市町村
が保有するがん検診情報の精度に関しては、本研
究班の活動開始以前は検討されてこなかった。 

がん登録情報の精度は死亡情報と照合すること
で DCI 症例（死亡情報によって初めてがん罹患者
であることが判明した症例）割合によって精度を
評価することが可能だが、がん検診情報には精度
評価のために照合すべきデータがなく、単独での
精度評価は困難であり、これを利用して算出され
る集計値である感度・特異度の信頼性を評価する
ことも困難である。ただし、がん検診の不適切な受
診者やがんの集計により、おおむね信頼性の評価
は可能であると考えられた。 

また、今後はこのような精度管理事業をがん対
策全体の中に組み込んでいくことが重要であり、
資料で示したようながん総合戦略研究事業を見据
えた展開も必要である。 
 
2) モデル地域における基準・指標と照合のための

課題に関する調査 
本研究班の活動開始時点では、データ照合によ

るがん検診の精度管理事業を実施しているのは青
森県、和歌山県、島根県、福井県の4県のみだった。
（うち、福井県は本研究班の支援外である。）本研
究班の支援により、宮城県、東京都、愛媛県（予定）
がデータ照合による鮮度管理事業を開始すること
となり、都道府県主体―市町村主体、地方―都市部、
がん検診情報照合―個人識別情報照合など、個人
情報の利用や事業運用などに関する多くの類型が
収集できた。また、それを通して多くの課題が明ら
かになったが、本研究班の令和3年度、令和4年度報
告書でも示したように、ほとんどが解決されてい
る。そのため、今後、新規の自治体で事業開始が検
討された場合には、集積された多くの事例を示す
ことでスムーズに議論できるものと考えられた。 
 
(B) がん登録情報とがん検診情報の照合データを

用いたがん検診事業の評価手法の整理、およ
び評価指標と解釈の提示 

1) 全国の都道府県、がん登録室へのアンケート 
これまでデータ照合によってがん検診の精度管

理指標を算出したことがある自治体は6県（青森県、
栃木県、和歌山県、福井県、島根県）だったが、そ
のうち5県（青森県、栃木県、和歌山県、島根県）
は厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合
研究事業）「都道府県がん登録の全国集計データと
診療情報等の併用・突合によるがん統計整備及び
活用促進の研究」（研究代表者：松田智大）の支援
によって事業を開始していた。そのため、データ照
合によるがん検診の精度管理事業を実施するにあ
たってはかなり専門的な知識が必要であり、これ
を普及させるためには指標算出やその解釈、精度
管理への利用方法までを標準的な手法として確立
してマニュアル等を整備する必要があると考えら
れた。 
 
2) がん検診情報とがん登録情報の取り扱い整理 

感度・特異度などの評価指標を精度管理に利用
するためには、すべての自治体で一定以上の精度
のデータを収集し、同一の定義により評価指標を
算出することが必要である。本研究班では集計値
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の信頼性を損なったり、評価対象から除外する対
したりする対象者やがんを定義することで集計値
の精度向上を図り、集計値を明確に定義すること
で比較可能性を確保した。また、行政職でも評価指
標を集計可能にするための算出マニュアルも作成
した。これらによって評価指標を自治体間で比較
することが可能になるため、今後はその値をどの
ように精度管理に利用するかの具体的な検討が必
要になるだろう。 
 
3) ベンダー等による定義や形式の取りまとめ 

市町村の基幹業務システムの形式統一化は、市
町村から照合のために抽出されるデータ形式が同
一のものとなり、都道府県がん登録室の照合業務
が容易になる。 
 
4) 感度、特異度やその他の指標の正確な解釈の検

討と精度管理フォーマットの公表 
現在、がん検診の受診率は伸び悩んでいるが、そ

の理由の一つに、がん検診に対する誤解に基づく
不信感が挙げられる。本研究班の目的はがん登録
情報を利用したがん検診の精度管理手法の構築で
あるが、精度向上の取り組みを一般市民に公開す
ることでがん検診に対する信頼が向上することも
期待される。ただし、そのためにはがん検診に対す
る誤解を解く必要があり、今後も正確な知識普及
をそれに基づく感度・特異度等の説明が必要にな
る。 
 
(C) がん登録情報を用いたがん検診精度管理のモ

デル地域での実装 
1) 研修会での事例紹介と新たな地域の抽出 
2) JACRアンケートでの新たな地域の抽出 

これまで研究班が支援してきた自治体での実施
主体やデータの流れ（資料利用申請、照合、集計）
などの類型は、新規にデータ照合・精度管理事業の
開始を検討する自治体のほとんどの類型をカバー
していると考えられた。そのため、本資料の公開は、
今後の事業展開でのスムーズな体制づくりに極め
て重要であると考えられた。 

 
3) 新規地域でのがん検診事業の評価、課題達成の

ための課題抽出、事例収集 
研究班からの働きかけに応じて14市区町村が新

規にデータ照合によるがん検診の精度管理事業を
開始、あるいは開始予定である。事業を開始するた
めの都県や市区町村、都県がん登録室での議論の
中では、全国がん登録の運用に関することが最大
の課題である。今後、がん登録等の推進に関する法
律は同法附則4条により改正が見込まれるところ
であり、それに伴うデータ利用の推進が期待され
る。 
 
Ｅ．結論 

がん検診によってがん死亡率を低下させるため
には、評価指標を設定して徹底的に精度管理する
ことが必要である。感度や特異度など、がん検診デ
ータとがん登録データを照合することで得られる
指標は、精度管理を実施する上では極めて重要で
あるものの、個人情報の保護などの理由からわが
国ではあまり算出されることはなかった。この状
況を改善し、感度や特異度などの強力な指標をが
ん検診の精度管理で利用できる環境を準備するの
が本研究班の目的である。2年間の研究活動により、
新規にデータ照合事業を開始する際の課題とその
解決策についての事例を収集するとともに、デー
タ照合のための標準的な手順や指標なども整理し、
複数の自治体で新規にデータ照合による精度管理
を開始した。今後は、新しい指標である感度・特異
度によるがん検診の精度向上の実例を蓄積する必
要がある。 
 
Ｆ．研究発表 
１．論文発表 
1) 吉田茂昭, 松坂方士. 【大腸癌のスクリーニン

グとサーベイランスの標準化に向けて-新し
い知見から】スクリーニング 大腸内視鏡を
用いた大腸癌スクリーニングの試み a.青森
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その論点. Intestine 2021. 25(1):43-46. 
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Nutr. 2022;70(3):273-282. 

22) Tatsuo S, Watanabe K, Ide S, Tsushima F, 
Tatsuo S, Matsuzaka M, Murakami H, Ishida 
M, Iwane T, Daimon M, Yodono H, Nakaji S, 
Kakeda S. Association of prediabetes with 
reduced brain volume in a general elderly 
Japanese population. Eur Radiol. 2023. Online 
ahead of print. 

23) 佐々木賀広, 松坂方士, 小山内由美子, 照井一
史, 大徳和之, 大山力．ニューラルネットワー
クによる転倒・転落推論システムの構築．泌尿
器科. 2022; 15(6):702-707. 

 
2. 学会発表 
1) 松坂方士．がん登録情報の利用による公益と

個人情報保護のバランス がん登録情報を利
用して得られる公益を考える 青森県の事例
から．第 81 回日本公衆衛生学会総会シンポジ
ウム（2023 年 10 月．山梨県甲府市） 

 
Ｇ．知的所有権の取得状況 
１．特許取得 

なし 
２．実用新案登録 

なし 
３．その他 
なし 
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資料 がん登録情報を用いた検診事業精度管理評価の実施に関する目標と基準 
 

第 1期基準 

（標準化開始期） 

第 2期基準 

（標準化推進期） 

第 3期基準 

（完成期） 

目標 

（維持期） 

第 4次対がん総合戦

略研究事業終了時 

（令和 9年度） 

目標と基準 1 

がん登録情報を用いたがん検診事業精度管理評価実施に関する公的承認を得ていること 

がん登録情報を用い

たがん検診事業精度

管理評価実施の公的

承認、もしくは手続

き（計画含む） 

・実施主体の決定 

・関与するメンバー

の選定（都道府県、

（がん登録室、）自

治体） 

がん登録情報を用い

たがん検診事業精度

管理評価実施の公的

承認、もしくは手続

き 

・実施主体の決定 

・関与するメンバー

の選定（都道府県、

（がん登録室、）自

治体 

がん登録情報を用い

たがん検診事業精度

管理評価実施の公的

承認、もしくは手続

きが継続的に実施可

能な体制整備（計画

含む） 

・実施主体の決定方

法 

・関与するメンバー

の選定方法（都道

府県、（がん登録

室、）自治体 

がん登録情報を用い

たがん検診事業精度

管理評価実施の公的

承認、もしくは手続

きの定期的な実施 

目標と基準 2 

がん検診受診者名簿とがん登録情報を照合すること、および両データの安全管理措置を

講じること 

・がん登録情報の利

用申請（計画含

む） 

-情報利用者の選定 

-情報利用場所の安

全管理措置確認 

・自治体の検診受診

者の情報をがん

登録室へ提供す

る体制の整備（計

画含む） 

・がん登録室で照合

を実施する作業ス

・がん登録情報の利

用申請 

-情報利用者の選定 

-情報利用場所の安

全管理措置確認 

・自治体の検診受診

者の情報をがん登

録室へ提供する体

制の整備 

・がん登録室で照合

を実施する作業ス

ケジュールや作業

量の確認 

・がん検診受診者名

簿とがん登録情報

を照合する 

・がん検診受診者名

簿とがん登録情報

を定期的に照合す

る 
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ケジュールや作業

量の確認 

目標と基準 3 

がん登録情報を用いた検診精度管理指標の算出 

・照合後のデータの

集計チームの決定

（計画含む）（計画

含む） 

・プロセス指標（※）

の算出（計画含む） 

※感度、特異度 

・照合後のデータの

集計チームの決定 

・プロセス指標（※）

の算出（計画含む） 

※感度、特異度 

・プロセス指標（※）

の算出（計画含む） 

※感度、特異度  

・プロセス指標（※）

の定期的な算出

（計画含む） 

※感度、特異度 

目標と基準 4 

がん検診精度管理指標の解釈と分析 

・プロセス指標（※）

からの解釈の実施

チームの選定（計

画含む） 

※感度、特異度以外

も含む 

・都道府県担当者、

市町村担当者が研

修を受講している

（計画含む） 

・プロセス指標（※）

からの解釈の実施

チームの選定 

※感度、特異度以外

も含む 

・都道府県担当者、

市町村担当者が研

修を受講している 

・プロセス指標（※）

からの解釈の実施 

※感度、特異度以外

も含む 

・都道府県担当者、

市町村担当者が研

修を受講している 

・プロセス指標（※）

からの解釈の定期

的な実施チームの

選定 

※感度、特異度以外

も含む 

・都道府県担当者、

市町村担当者が定

期的に研修を受講

している 

マネジメント： 

目標と基準 5 精度改善のアクション 

・簡易プロセス指標

の分析に基づいた

精度維持または改

善のためのアクシ

ョンを文書化し、

都道府県、市町村、

検診機関が共有し

ている（計画含む） 

・簡易プロセス指標

の分析に基づいた

精度維持または改

善のためのアクシ

ョンを文書化し、

都道府県、市町村、

検診機関が共有し

ている 

・重要プロセス指標

の分析に基づいた

精度改善に向けた

アクションを文書

化している（計画

・簡易プロセス指標

の分析に基づいた

精度維持または改

善のためのアクシ

ョンを文書化し、

都道府県、市町村、

検診機関が共有し

ている 

・重要プロセス指標

の分析に基づいた

精度改善に向けた

アクションを文書

化し、都道府県、

・簡易プロセス指標

の分析に基づいた

精度維持または改

善のためのアクシ

ョンを文書化し、

都道府県、市町村、

検診機関が共有し

ている 

・重要プロセス指標

の分析に基づいた

精度改善に向けた

アクションを文書

化し、都道府県、
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含む） 市町村、検診機関

が共有している

（計画含む） 

 

市町村、検診機関

が共有している 

マネジメント： 

目標と基準 6 評価報告書の作成 

・プロセス指標の分

析に関する報告書

の作成チームをつ

くる（計画含む） 

・プロセス指標の分

析に関する報告書

の公表方法を検討

する（計画含む） 

・プロセス指標の分

析に関する報告書

の作成チームをつ

くる 

・プロセス指標の分

析に関する報告書

の公表方法を検討

する（計画含む） 

・プロセス指標の分

析に関する報告書

を作成する（計画

含む） 

・プロセス指標の分

析に関する報告書

を作成する 

・プロセス指標の分

析に関する報告書

を定期的に作成す

る 

マネジメント： 

目標と基準 7 都道府県住民への情報提供 

・プロセス指標の分

析に関する報告書

の公表方法を検討

する（計画含む） 

・プロセス指標の分

析に関する報告書

を公表している

（計画含む） 

・プロセス指標の分

析に関する報告書

を公表している 

・重要プロセス指標

の分析に関する報

告書を定期的に公

表している 

マネジメント： 

目標と基準 8 検診事業評価結果をがん対策の企画評価に活用していること 

活用可能な情報があ

る 

がん対策の企画評価

に活用している（計

画含む） 

がん対策の企画評価

に年 1 回以上活用し

ている 

がん対策の企画評価

に定期的に活用して

いる 
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がん検診事業に関するチェックリスト  

市町村用  

 検診受診者から発生したがんの網羅的な把握（偽陰性がん等）、及び感度、特異度の集計  

 

(1) 検診結果が陰性であった者を含む、受診者すべてのがんを把握するための体制を整備しているか  

(1-a) がん登録情報を利用しているか  

(2) 検診受診後×年未満に発生した○○がんを把握しているか  

(3) 感度を集計しているか  

(4) 特異度を集計しているか  

 

都道府県用  

 検診受診者から発生したがんの網羅的な把握（偽陰性例（がん等）の把握、及び感度、特異度算

出のための支援  

(1) がん登録情報を用いた検診事業評価を促進しているか 
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資料 青森県でのがん検診精度管理事業と今度の課題 

 
A. 研究目的 

青森県のがん死亡率が高い原因の一つとして、早期に診断される症例の割合が低いことがあげられる。

青森県のがん検診の受診率は全国平均よりも高いものが多く、がんの早期診断症例を増加させるために

はがん検診の精度管理状況を正確に把握し、その改善に努めなければならない。本研究では、青森県の

がん検診の精度を正確に把握・管理することで、その効果を最大化する仕組みの基盤を構築することを

目的とした。 

 

B. 研究方法 

（１）情報の保護と取り扱い 

 がん検診事業は、健康増進法第十九条の二に基づいて市町村が実施する健康増進事業の一部である。

がん検診の目的はがん死亡率の低下であるが、そのためには事業の精度管理は必須であり、精度管理は

がん検診事業の一部として健康増進法第十九条の二に基づいて実施されている。今回の事業は、がん検

診台帳と青森県がん登録情報との照合、それによるがん検診の精度管理体制の整備と水準向上のための

基盤構築を目的とし、弘前大学医学部附属病院医療情報部に委託された。弘前大学では市町村から提供

されたがん検診台帳について照合作業を実施したが、今回の事業について市町村から弘前大学への個人

情報の提供については、以下の根拠によって実施された。 

① がん検診の精度管理（がん検診事業の一部分）における個人情報の取り扱いは、医療・介護関係事

業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス（平成 29 年 4 月 14 日、個人情報保護委

員会・厚生労働省）、及びその Q&A（平成 29年 5月 30日、個人情報保護委員会事務局・厚生労働省）

で個人情報保護法に抵触しないことが示されている。 

② 青森県個人情報保護条例、及び青森県内の全ての市町村における個人情報保護に関する条例では、

法令等の規定に基づいた場合は個人情報の取得や保有等の制限から除外されることが明記されてい

る。今回の事業では、青森県が市町村のがん検診事業の精度管理に必要なデータを作成するために、

青森県および市町村の個人情報保護に関する条例に基づいて適切に個人情報（検診台帳）の提供（取

得）を行っており、青森県が保有する個人情報（がん登録情報）も青森県個人情報保護条例に基づ

いて利用している。 

  

以上より、本事業は法的に裏付けされた精度管理事業として最終的に弘前大学に委託されているため、

対象者の同意を得ずに検診台帳およびがん登録情報を市町村の外部である弘前大学へ提供することが

可能である。 

 

（２）がん検診台帳とがん登録情報との照合 

青森県内のがん検診事業に参加した市町村より提供を受けたがん検診情報と青森県がん登録情報との

照合を行った。 

 

I. がん検診台帳 

がん検診事業に参加した市町村よりがん検診台帳の提供を受けた。提供された項目は以下の通りであ
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る。 

① 氏名 

② 性別 

③ 生年月日 

④ 住所 

⑤ がん検診受診の有無 

⑥ 要精密検査の有無 

⑦ 精密検査受診日 

⑧ 精密検査結果 

 

 また、今回の事業で対象とするがん検診は、「がん予防重点教育及びがん検診実施のための指針」

（厚生労働省健康局長通知）に定められている以下の 5部位に対する 5種類の検査である。 

① 胃がん（胃部エックス線検査） 

② 大腸がん（免疫便潜血検査２日法） 

③ 肺がん（胸部エックス線検査および喫煙者の喀痰細胞診） 

④ 乳がん（乳房エックス線検査（マンモグラフィ）） 

⑤ 子宮頸がん（子宮頸部細胞診） 

 

II. がん登録情報 

青森県内でがんと診断されたがん患者（胃がん、大腸がん、肺がん、乳がん、子宮頸がん）のうち、

がん検診事業に参加した市町村に在住する者を全国がん登録データから抽出した。その際の項目内容は

以下の通りである。 

① 性別 

② 診断時年齢 

③ 罹患部位 

④ 診断年月日 

⑤ 診断日精度 

⑥ 進展度・総合 

⑦ 発見経緯 

 

 日付精度は全国がん登録データベースに登録されている日付の精度（正確性）であり、表 1の通り

である。 

 

表 1. がん登録で出力される日付精度 

0 完全な日付 

1 閏年以外の 2/29 

2 日のみ不明 

3 月を推定 
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4 月・日が不明 

5 年を推定 

9 日付なし 

 

III.個人照合 

全国がん登録データベースの外部照合機能により照合した。照合に必要な項目は以下の通りである。 

① 氏名 

② 性別 

③ 生年月日 

④ 住所 

 

IV. 精度管理指標の算出 

 がん検診には、がんによる死亡リスクを低下させるという利益の他に、がん検診がもたらす不利益（精

密検査による偶発症など）も存在する。がん検診の利益と不利益のバランスを正しく評価し、運用状況

のチェック（精度管理）をするために、精度管理指標（感度・特異度）を算出する必要がある。 

がん検診受診から１年以内の診断がんについて、がん検診結果（陽性・陰性）から真陽性、偽陽性、

真陰性、偽陰性に振り分け、感度および特異度を算出した。 

 

C. 研究成果 

（１）参加市町村 

 本来であればすべての市町村に参加していただく必要があるが、青森県内の全市町村が参加するには

至っていない。すべての市町村が参加できない大きな理由の一つとして、2019 年末より新型コロナウイ

ルス感染症が流行したため、市町村ではその対応に人員を割いており、がん検診台帳の整理ができてい

ないことが挙げられる。もう一つの理由は、がん検診台帳を管理しているデータベースの改修作業を行

っていた自治体が多く、作業を優先していたため参加できないとのことだった。 

 

（２）がん検診台帳 

 がん検診台帳は市町村が使用するデータベースでエクスポートされる形式が異なっており、さらに担

当者がエクスポート後に手作業で処理しているものも存在した。そのため、生年月日やがん検診受診日

の表記が自治体ごとに異なっており、さらに自治体によって情報のない余分なセルなどが含まれており、

青森県がん登録データベースでの照合時にはそのままデータベースへインポートすることはできず、そ

れぞれの自治体ごとに下準備が必要となった。 

 

（３）がん登録情報との照合作業 

 がん登録情報との照合ではがん検診台帳に記載されている氏名、住所を使用するが、がん検診台帳で

は KAJO_J 明朝体を使用しているため、青森県がん登録データベースへインポートするために Excel フ

ァイルとしてエクスポートすると、外字として判別され文字化けが多数発生した。そのため、氏名およ

び住所の判別可能な部分と、生年月日や性別から目視で同一人物を照合する作業が必要となった。さら
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に、文字化けしているデータについては姓名すべて判別不能である上に住所も文字化けしている場合も

あり、そのままだとがん登録データベース上では個人同定の候補に該当する者が出てこない可能性があ

る。そのため、文字化けのあるデータについては、氏名・住所を使用せず、生年月日で候補を挙げる「特

別照合機能」を使用して照合する必要があった。 

 

D. 考察 

（１） がん検診台帳 

 がん検診事業を運用し、がん検診の精度管理を行うためには、都道府県がん登録情報との照合により、

感度・特異度などの精度管理指標を算出する必要がある。しかし、今回の研究で、自治体により出力さ

れ、都道府県がん登録室へ移送されるがん検診情報の様式が大きく異なることが明らかとなった。氏名、

性別、生年月日、住所等の情報が含まれていれば都道府県がん登録室でがん検診情報との照合を行うこ

とは可能であるが、データ項目の並び順や、生年月日の表記等が統一されていないため、実際に照合を

する前にはデータを整理する必要があった。主に都道府県がん登録室側でデータ加工をした点は、デー

タの並び順の他に、住所の表記と、生年月日の表記である。住所の表記については、市町村名が含まれ

ておらず大字以降のみの記載である場合や、住所の一部が文字化けしている場合が多かった。生年月日

の表記については、「2020/4/1」「2020 年 4 月 1 日」といった日付形式での出力の他に、「令 2.4.1」

「20200401」といった文字列で出力される自治体も存在し、それぞれ都道府県がん登録データベースへ

インポート可能な形式に変換する作業が必要であった。 

がん検診情報をインポート可能な形に加工することは可能であるが、都道府県がん登録室側でがん検

診情報を加工することで、元のがん検診情報とは異なるデータに誤って変換してしまう可能性を否定で

きない。誤った変換を行ってしまうことで、その後の都道府県がん登録データベースでの照合の際に、

本来であれば同一人物として処理されるべき人物が、生年月日が不一致であったために違う人物として

処理され、がん検診での発見がんの数が減る可能性がある。そうした事態を防ぐためには、都道府県が

ん登録室側では手作業でのがん検診情報のデータ変換や整理はなるべく行わないことが望ましいと考

えられた。都道府県がん登録室でのがん検診情報のデータ整理を行わないための対策として、都道府県

がん登録情報との照合に参加する自治体へは、事前に出力するデータの雛形をお送りし、統一されたデ

ータ形式で都道府県がん登録室へ移送されることで、誤りが起こりにくくなると考えられた。 

 

（２）がん検診台帳とがん登録情報との照合 

 がん検診台帳の文字化けは避けられない。文字化けが生じているデータについては、都道府県がん登

録データベースの特別照合機能を使う必要がある。特別照合機能は、氏名や住所に関わらず、生年月日が

一致しているデータの一覧と照合するものである。この機能を使用するとがん登録情報と目視での照合

を行う必要があるが、そのようなデータの数が多いと、ヒューマンエラーにより正しく照合できない可

能性がある。また、目視での照合の件数が多いほど、作業時間も増大してしまう。がん検診台帳とがん登

録情報が正しく照合されない場合、見かけ上がん検診での発見がんが少なくなり、正しく精度管理を行

うことが難しくなる。がん登録情報との照合における限界点ではあるが、どのくらい文字化けが発生し

ているかを把握することで、どの程度照合が正しく行われたかを把握することが可能になると考えられ

た。 

 また、都道府県がん登録データベースでは文字化けしているデータを認識した際、本来であれば「●」
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として処理し、文字化け部分以外の情報で個人同定を行うが、文字化けで「?」「□」「・」などの記号

へ置き換わってしまった場合には、外字として認識されていなかった。「●」として処理されなかったデ

ータはそのままデータベース上で自動で個人同定されたため、都道府県がん登録データベースに存在し

ているがん情報とがん検診情報の対象者が、本当に同一人物として処理されたのか、別人として処理さ

れたのかは不明である。これらについては、事前に外字として処理されないデータがどの程度存在して

いるのかを確認し、文字化け箇所を「●」へ変換しておくことで防ぐことが可能となると考えられた。し

かし、どのような記号（あるいは文字）が都道府県がん登録データベース上で外字として認識されるのか

は公開されておらず不明であるため、実際には都道府県がん登録室で確認できた文字化けデータは、す

べて手作業で「●」へ変換する必要がある。さらに、この作業は目視で行わなければならないため、文字

化けデータの見逃しや、変換ミスが生じる可能性を否定できない。文字化けデータの変換については、今

後も検討が必要である。 

 

（３）青森県のがん検診精度管理事業について 

青森県では、平成２8 年度から「がん登録データの活用によるがん検診精度管理モデル事業」として

弘前大学へ事業委託をし、がん検診台帳とがん登録情報との照合による青森県内市町村のがん検診精度

管理を行っている。これまでの事業報告との比較を行うことで、さらにがん検診の運用状況の詳細を把

握できるものと考えられた。（以下、青森県がん検診事業報告書より抜粋） 

 

(ア) 「要精密検査」の記載 

 がん検診が受診者を正しく選別するためには、「要精密検査（がん疑い）」と「異常なし（がん疑いな

し）」の２つの判定のみであるほうが望ましい。市町村は受診者が精密検査を受診すべきかどうかを正

しく判断できるように分かりやすく判定を伝え、受診者が不必要な精密検査を受けないようにすべきで

ある。また、偽陽性による不安や精神的ストレス、不必要な精密検査やそれによる偶発症は、がん検診

がもたらす不利益の代表例である。ほとんどのがん検診では、要精密検査の判定だった者のうち 90%以

上にはがんはない。そのため、要精密検査率が高ければ高いほど、がん検診による不利益は大きくなる。

ただし、要精密検査率が低すぎると発見がんが少なく、がん検診から得られる利益は小さくなる。その

ため、要精密検査率をモニタリングし、高すぎ、あるいは低すぎを検知して、改善することが重要であ

る。市町村によって「要精密検査」や「異常なし（がん疑いなし）」を意味する判定が異なっていた。特

に、「異常なし（がん疑いなし）」を意味しているにも関わらず、「要精密検査」と誤って判断してしまう

可能性がある表現が見られた。以下に、実際に記載されていた「異常なし（がん疑いなし）」を意味する

判定を示す。 

 

 その他 

 その他（症状があれば受診） 

 経過観察 

 要経過観察 

 要観察 

 要治療 

 軽度異常 
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 軽度異常あるも心配なし 

 軽度異常（日常生活に支障なし） 

 軽度異常（生活習慣改善、経過観察を要する） 

 精検不要 

 六ヶ月に一度検査 

 暴飲暴食を控える 

 具合が悪くなったら医師に相談 

 

(イ) 要精密検査率 

青森県でのがん検診精度管理事業においては、集団検診よりも個別検診の方が要精密検査率が高かっ

た。市町村の中には、許容値を大きく外れているものもあり、仕様書に明記すべき必要最低限の精度管

理項目の以下の点をチェックする必要がある。これらは、いずれもがん検診受診者への有症状者の混入

や X線写真読影医ががん見逃しを避けたいと過度に考えて要精密検査を増加させること、低品質の検査

キットによる要精密検査の増加を考慮したポイントである。 

 

  

  

  

仕様書に明記すべき必要最低限の精度管理項目（胃がん検診） 

■問診 

☐ 問診は現在の症状、既往歴、過去の検診の受診状況等を聴取する。 

■胃部エックス線読影 

☐ 必要に応じて過去に撮影したエックス線写真と比較読影する。 

仕様書に明記すべき必要最低限の精度管理項目（大腸がん検診） 

■便潜血検査 

☐ 検査は、免疫便潜血検査 2 日法を行う。 

☐ 便潜血検査キットのキット名、測定方法（用手法もしくは自動分析装置法）、カット

オフ値（定性法の場合は検出感度）を明らかにする。 

仕様書に明記すべき必要最低限の精度管理項目（肺がん検診） 

■質問（問診） 

☐ 質問（問診）では喫煙歴、妊娠の可能性の有無を必ず聴取し、かつ、過去の検診の受

診状況等を聴取する。また最近 6か月以内の血痰など自覚症状のある場合には、検診

ではなくすみやかに専門機関を受診し、精査を行うように勧める。 

■胸部エックス線読影 

☐ 2名の読影医のうちどちらかが「要比較読影」としたものは、過去に撮影した胸部エ

ックス線写真と比較読影する。 
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(ウ) 精密検査受診率 

 青森県の精密検査受診率は、胃がん検診、大腸がん検診では集団検診よりも個別検診で低かった。肺

がん検診、乳がん検診、子宮頸がん検診では個別検診よりも集団検診で低かった。がん検診事業は住民

に一回だけ検査を提供することではなく、対象者を特定して全体の成果を報告するまでの一連の流れで

ある。そのうち、精密検査の受診は一連の流れの中でも重要で、精密検査受診率が低いとがん検診の成

果は得られない。 

精密検査受診率が低い場合、最初に行うことは精密検査未把握率の確認である。精密検査受診の有無

を把握する体制に不備があると精密検査未把握率が高くなり、見かけ上は精密検査受診率が低くなる。

そのような場合には精密検査未把握者の中に精密検査受診者が多く含まれていると考えられ、精密検査

受診率は不正確である。精密検査未把握率を低下させ、それでも精密検査受診率が低かった場合には、

以下を検討する必要がある。 

精密検査受診率が低い原因には、地域側の原因（精密検査機関がない/遠い、精密検査機関のキャパシ

ティーが小さい、など）と受診者側の原因（精密検査への無理解、精密検査機関が分からない）、市町村

側の原因（「要精密検査」判定かどうか分かりにくい、精密検査受診勧奨をしない、など）がある。受診

者側と市町村側の原因を考慮すると、がん検診のためのチェックリスト（市区町村用）、同（検診実施機

関用）の以下の部分を改めて確認し、必要に応じて改善すべきである。 

また、一部の検診では許容値を大きく外れており、チェックリストの確認が必要である。なお、個別

乳がん検診ではマンモグラフィー検査を施行した医療機関がそのまま精密検査（超音波検査、穿刺吸引

細胞診、針生検など）を実施する場合が多く、個別子宮頸がん検診では細胞診の際に視診上疑わしい所

見があるとコルポ診等を実施する場合が多いため、集団検診より個別検診のほうが高い精密検査受診率

につながったものと考えられた。 

 

 

 

 

仕様書に明記すべき必要最低限の精度管理項目（乳がん検診） 

■質問（問診）・乳房エックス線撮影（撮影機器、撮影技師） 

☐ 質問（問診）では現在の症状、月経及び妊娠等に関する事項を必ず聴取し、かつ既往

歴、家族歴、過去の検診の受診状況、マンモグラフィの実施可否に係る事項等を聴取

する。 

■乳房エックス線読影 

☐ 二重読影の所見に応じて、過去に撮影した乳房エックス線写真と比較読影する。 

仕様書に明記すべき必要最低限の精度管理項目（子宮頸がん検診） 

■問診 

☐ 問診は、妊娠及び分娩歴、月経の状況、不正性器出血等の症状の有無、過去の検診受

診状況等を聴取する。 
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(エ) 集団検診と個別検診のがん発見率（がん罹患率） 

 がん検診台帳に記載されているがん発見者はがん罹患者と同じ意味であるので、がん発見率はがん罹

患率と読み替えることができる。 

本事業では、特に乳がん検診と子宮頸がん検診において集団検診よりも個別検診のほうががん発見率

が高く、また受診者のがん罹患率でも同様に集団検診よりも個別検診のほうが高かった。これは、個別

検診は診療所などで実施されることが多く、その際にがん検診の受診者に有症状者が混入していること

が原因の一つであると考えられた。また、全てのがん検診で受診者のがん罹患率は同年代の一般住民よ

りも高く、今回の事業に参加した市町村ではがんの高危険群ががん検診を受診していた可能性があった。

がん検診の対象者は無症状者であり、がん検診は有症状者の疾患の早期診断のために設計、実施されて

いる事業ではない。また、受診者がある一定の特性を有する者に偏ると、がん検診事業の効果が低下す

るだけでなく、不利益が増大する。そのため、今後は個別検診において受診者に有症状者が混入してい

ないかどうかを十分に検討するとともに、受診者が高危険群に偏らないようにコール・リコール等によ

り、まんべんなく受診勧奨が必要である。 

 

(オ) 診断時病期 

 青森県においては、集団検診、個別検診とも、受診者のうち診断時病期が上皮内および限局であった

者の割合は、すべてのがん検診で青森県全体（青森県がん登録データ）よりも高かった。これは、レン

グス・バイアスによるものであると考えられた。がん検診がん早期発見能力が低下すると、早期のがん

の割合は低下する。そのため、がん検診によって発見された症例の診断時病期をモニタリングし、がん

検診の精度管理に利用することが必要である。 

 

以上より、青森県がん検診事業では、以下のことが明らかとなった。 

がん検診のためのチェックリスト（市区町村用） 

3. 受診者への説明、及び要精検者への説明 

(2) 要精検者全員に対し、受診可能な精密検査機関名（医療機関名）の一覧を提示し

ているか。 

6. 精密検査結果の把握、精密検査未受診者の特定と受診勧奨 

(1) 精密検査方法及び、精密検査（治療）結果を把握しているか 

(5) 精密検査未受診と精密検査結果未把握を定義注 1に従って区別し、精密検査未受

診者を特定しているか 

(6) 精密検査未受診者に精密検査の受診勧奨を行っているか 

がん検診のためのチェックリスト（検診実施機関用） 

1. 受診者への説明 

(1) 要精密検査となった場合には、必ず精密検査を受ける必要があることを明確に説

明しているか 

(2) 精密検査の方法について説明しているか 
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① 不適切な「異常なし」判定の表現や、がん以外の疾患の疑いを「要精密検査」と判定

していたものがあった。 

② 要精密検査率が高い市町村やがん検診があった。 

③ 全体的に集団検診よりも個別検診のほうが要精密検査率が高かった。 

④ 胃がん検診、大腸がん検診では集団検診よりも個別検診のほうが精密検査受診率が低

く、逆に肺がん検診、乳がん検診、子宮頸がん検診では個別検診のほうが精密検査受

診率が高かった。 

⑤ 特に個別検診では、がん検診受診者に既に症状が出現している者が含まれている可能

性があった。 

⑥ 青森県全体（青森県がん登録データ）よりもがん検診受診者のほうが進行した段階で

発見されるがんが少ない。 

 

①、③について、市町村は次年度のがん検診から改善や見直しが可能である。②、④、⑤について、改

善のためには市町村は検診機関との協議が必要である。特に、⑤は個別検診機関での実施実態の把握

や課題の洗い出しが必要で、個別検診機関におけるチェックリストの利用などが求められる。⑥は市

町村のがん検診担当者やがん検診受診者に広く啓発することが必要で、それを通してがん検診に対す

る信頼を獲得することが可能になると考えられた。 

 

以下に、平成２８年度以降の事業報告書（抜粋）を示す。 

 

・ 平成２８年度事業報告書 

対象：１０市町村 

対象者：平成２３年度がん検診対象者 

追跡期間：がん検診受診日から１年間 

照合部位：胃、大腸、肺、乳、子宮頸 

精度管理指標： 

① 感度： 胃   60.0％ 

    大腸  57.1％ 

    肺   83.3％ 

    乳   85.7％ 

    子宮頸 71.4％ 

② 特異度：胃   88.5％ 

    大腸  96.7％ 

    肺   98.0％ 

    乳   93.5％ 

    子宮頸 85.2％ 

 

さらに平成２８年度事業では、がん検診運用状況の実地調査を、青森県内１３市町村を対象として実
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施した。実地調査では各市町村のがん検診担当部署へ訪問し、市町村チェックリスト等を参考に以下の

項目について直接聞き取り調査を実施した。 

① 台帳管理 

② 受診者への説明および要精検者への説明  

③ 検診受診  

④ 受診勧奨  

⑤ 精密検査結果の把握、精検未受診者の特定と受診勧奨  

⑥ 検診機関（医療機関）の質の担保 

 

・ 平成２９年度事業報告書 

対象：２２市町村 

対象者：平成２３～２４年度がん検診対象者 

追跡期間：がん検診受診日から１年間 

照合部位：胃、大腸、肺、乳、子宮頸 

精度管理指標： 

① 感度： 胃   74.9％ 

    大腸  81.6％ 

    肺   63.5％ 

    乳   91.0％ 

    子宮頸 78.8％ 

② 特異度：胃   87.5％ 

    大腸  95.3％ 

    肺   97.6％ 

    乳   91.7％ 

    子宮頸 97.9％ 

 

さらに平成２９年度事業では、平成２８年度と同様にがん検診運用状況の実地調査を、青森県内１６

市町村を対象として実施した。 

 

・ 令和元年度事業報告書 

対象：２０市町村 

対象者：平成２５～２６年度がん検診受診者 

追跡期間：がん検診受診日から１年間 

照合部位：胃、大腸、肺、乳、子宮頸 

精度管理指標： 

① 感度： 胃   集団検診 52.9％ 

感度： 胃   個別検診 49.8％ 

    大腸  集団検診 61.3％ 

    大腸  個別検診 74.4％ 
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    肺   集団検診 41.7％ 

    肺   個別検診 23.5％ 

    乳   集団検診 70.0％ 

    乳   個別検診 71.7％ 

    子宮頸 集団検診 85.4％ 

    子宮頸 個別検診 93.0％ 

② 特異度：胃   集団検診 89.1％ 

        個別検診 88.9％ 

    大腸  集団検診 93.6％ 

        個別検診 92.9％ 

    肺   集団検診 97.9％ 

        個別検診 97.2％ 

    乳   集団検診 93.2％ 

        個別検診 91.2％ 

    子宮頸 集団検診 98.4％ 

        個別検診 97.4％ 

 

・ 令和３年度事業報告書 

対象：１３市町村 

対象者：平成２７～２８年度がん検診受診者 

追跡期間：がん検診受診日から１年間 

照合部位：胃、大腸、肺、乳、子宮頸 

精度管理指標： 

① 感度：胃    集団検診 81.8％ 

        個別検診 76.5％ 

   大腸   集団検診 86.8％ 

        個別検診 81.6％ 

   肺    集団検診 78.0％ 

        個別検診 77.8％ 

   乳    集団検診 87.0％ 

        個別検診 76.5％ 

   子宮頸  集団検診 77.8％ 

        個別検診 100.0％ 

② 特異度：胃   集団検診 90.4％ 

        個別検診 85.4％ 

    大腸  集団検診 92.9％ 

        個別検診 90.8％ 

    肺   集団検診 96.2％ 

        個別検診 92.8％ 
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    乳   集団検診 93.5％ 

        個別検診 93.4％ 

    子宮頸 集団検診  98.6％ 

        個別検診 96.5％ 

 

・ 令和４年度事業報告書 

令和４年度事業報告では、感度・特異度が例年より高く算出された。照合に使用する全国がん登録デ

ータベースの入れ替えがあったため、令和４年度の照合で使用したデータベースは令和元年度に使用し

たデータベースと異なる。照合のロジック自体に変更はないはずであるが、データベース入れ替え後に

は外部照合機能が使用できないなどのトラブルも発生し、正確性についてはまだ未把握である。そのた

め、令和４年度の照合結果は参考値とする。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、青森県のがん検診の精度を正確に把握・管理することで、その効果を最大化する仕組み

の基盤を構築することを目的とし、青森県内の町村を対象として、青森県がん登録情報との照合を行っ

た。青森県内の市町村からがん検診台帳（顕名）データを青森県へ提供し、青森県から弘前大学医学部

附属病院へ作業委託した。弘前大学医学部附属病院では、がん検診台帳とがん登録情報との照合および

精度指標の算出、さらに照合結果とその解釈を事業報告書としてまとめた。令和４年度事業報告書につ

いては、今後公表される予定である。 
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資料 宮城県でのがん検診精度管理事業と今度の課題 
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資料 東京都でのがん検診精度管理事業と今度の課題 
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資料 和歌山県でのがん検診精度管理事業と今度の課題 
 

 和歌山県では，がんは昭和54年以降死亡原因の第１位であり，全国の都道府県の中でも比較的がん

の死亡率が高い状態が続いている。このがん死亡率減少という課題に対してがん検診は重要であり，が

ん検診の質と受診率の向上に取り組んでいる。 

がん検診の質の向上には，現在実施している精度管理に加えて検診受診者のがん罹患情報を正確に把

握することが必要ですが，実施主体である市町村においては，検診で精密検査が必要と判定され（要精

検），精密検査結果ががんであったと把握できた場合以外に，受診者のがん罹患情報を把握することは

困難である。 

県では平成23年度から，がんの予防や医療の推進のためにがんと診断された者のデータを登録する

「地域がん登録事業」を実施してきており，がん罹患情報が利用できる環境が整備されてきていた。ま

た，平成28年に施行された「がん登録などの推進に関する法律（がん登録法）」においても，得られた

がん登録情報の利活用が法の目的となっている。 

これらのことから，がん登録データとがん検診データを照合し，結果を県内市町村におけるがん検診

の精度管理に活用することを目的としたモデル事業を和歌山市を対象に実施した。 

対象は，2012年度および2013年度の和歌山市のがん検診受診者データを用い，がん登録データは2009

年1月から2015年12月のがん罹患者情報を用いた。 

今回の照合で明らかになった事として， 

① 本来は検診対象者とはならない検診受診前に既にがんに罹患している症例が検診を受診してい

る可能性が明らかとなった。つまり，症状のある者が多く検診受診者に含まれている可能性があ

る。がん検診は本来，検診対象部位のがんの既往および対象部位のがんの疑いのある症状がない

健康な者が対象であり，がん既往歴や症状のある対象がんのリスクが高い者は検診ではなく医療

機関において診療を受けるように指導が必要であると考える。対策としては，問診票を改定し，

有症状者や既往歴のある者の判別を徹底するよう各検診機関への周知が必要と考える。 

② 検診判定に関しては，本来がん検診における要精検は「要精密検査」と区分された者を要精検者

としているが，和歌山市では各領域のがん検診において，「再検査」「要治療」といった区分を

設定していた。そのため本来「要精密検査」に区分されるべき者が分散し，実施主体での追跡対

象から外れる結果となった。対策としては，がんに特化した判定区分の簡素化，実施主体がデー

タを管理・追跡しやすくなるよう受診票の改定を各領域で行っている。 

 今回の照合により，実施主体における「未把握」という課題が明らかとなり，受診票や仕様書の改

定に繋がる結果となった。今後の課題としては，改定前後の照合結果を比較検討することで，更なる

精度管理に向けたそれ以外の課題が明らかなると考えている。 
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資料 島根県でのがん検診精度管理事業と今度の課題 

 

 島根県では全国に先駆けて 2009 年から子宮頸がん検診の HPV 併用検診を開始している。島根県
では日本産婦人科医会が提唱したアルゴリズムを採用しているが、2011 年に策定されたもので、その妥
当性の検証はなされていない。諸外国でもアルゴリズムは統一されておらず、わが国では厚労省（青木
班）の班会議で最適アルゴリズムについての議論がなされているところである。まずはアルゴリズムが
遵守され、受診者のフォローアップを含めた管理ができているのかを検証する必要があるが、その上で
HPV 併用検診の感度、特異度を算出し、評価することが究極の課題となる。特に HPV 併用検診が全国
的にもほとんど行われていない中で、併用検診の妥当性を検証する貴重な機会となる。 

そのための第 1 段階として、生活習慣病検診管理指導協議会子宮がん部会および島根県がん診療ネッ
トワーク協議会がん登録部会がん登録分析・情報提供ワーキンググループが実施主体となり、厚生労働
省研究班の助言による子宮頸癌検診精度管理事業を立ち上げ、島根県のがん登録情報と、市区町村の管
理する検診受診者情報を照合することを試みた。本制度管理事業では、国の指針に則った検診に限定し
たため、HPV 併用の検診結果ではなく、まずは細胞診の結果からの照合、検証を行った。今回の事業で
は 2016,2017 年度の検診結果を集計対象とし、照合作業を進めた。各市町村に事業趣旨を訴えた結果、
3 市 1 町から検診受診者情報が提出されたものの、各市町村における個人情報保護条例の違いから、そ
の他の市町村では検診情報の提出が認められなかった。照合が可能であった市町村では最終的な感度は
94%〜100%、特異度は 96.5%〜98.9%であった。個人情報保護条例の違いから検診情報の提供を拒否し
た市町村に対しては、個人情報保護条例が改正されたことに伴い、検診情報の提出が可能かどうかの問
い合わせを開始しており、一部の市町村からの回答では、これまでのように審議会に諮る必要がなくな
ったこと、各担当課の判断で検診情報の提供の可否を判断すること、等の回答が得られている。本事業
の今後の課題としては、集計作業を最終的に誰がとりまとめるのか、さらにはその評価と解釈を誰が行
うのか、等が挙げられる。 
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資料 新規モデル地域の抽出状況（JACRへのアンケート調査まとめ） 

 

Ａ．研究目的 
(1) これまでにがん登録情報とがん検診情報を照合したデータをがん検診の精度管理に利用した経験

がある自治体を抽出する。そのような自治体に追加調査を実施し、具体的な内容を聞き取る。得ら
れた結果を整理し、今後の精度管理の参考にする。 

(2) 過去にがん登録情報とがん検診情報の照合を実施した経験のある自治体から、新たに照合データを
がん検診の精度管理に利用する自治体を抽出する。 

 
Ｂ．研究方法 
(1) これまでにデータ照合の経験がある自治体の抽出 

がん検診情報は市区町村が管理しており、がん登録情報は都道府県が管理している。ただ、データ照
合作業はほとんどの場合において都道府県がん登録データベース上で実施され、どちらの情報も必ず都
道府県がん登録室を経由する。そのため、漏れのない調査となるように都道府県がん登録室を対象にア
ンケートを実施した。調査にあたっては、全ての都道府県がん登録室が加盟している日本がん登録協議
会（JACR）にアンケート業務を委託した。（アンケート内容は、後述）がん登録等の推進に関する法律
は 2013 年 12 月に成立し、2014 年度以降に各自治体でのがん登録情報の利用が活発化したことから、本
調査の対象は 2015 年以降の事業とした。なお、自治体名を含むアンケート結果を研究班の報告書とし
て公表することは、事前に対象者（各自治体のアンケートへの回答者）に通知した。 

 

(2) 新たに事業展開を希望する自治体の抽出 

(1)でデータ照合の経験があると回答した自治体に個別に連絡を取り、新たに照合データを利用した
がん検診の精度管理事業の展開を希望する自治体を抽出した。 
 
（倫理面への配慮） 

本研究では人体から採取された試料や個人情報に関連する情報等は用いず、公表されている資料のみ
で実施するため、倫理上の問題は発生しない。 
 
Ｃ．研究結果 
(1) これまでにデータ照合の経験がある自治体の抽出 

① がん検診の精度管理を目的としたがん登録情報の提供の有無 
がん検診の精度管理を目的としたがん登録情報の提供の有無についての回答結果を表 1 に示した。 
2015 年以降、がん検診の精度管理を目的として 10 都府県（57 市区町村）でがん登録データの提供が

実施されていたが、そのうちでがん登録情報とがん検診情報を照合した事業は 8 都府県（52 市区町村）
だった。（ただし、青森県の 3 市 1 町では照合しないデータも提供されている。）また、データ照合によ
って指標を算出し、がん検診の精度管理に利用したのは、青森県（20 市町村）、栃木県（5 市町）、福井
県（17 市町）、和歌山県（1 市）、島根県（2 市 2 町）だった。このうち、青森県（20 市町村）、栃木県
（5 市町）、和歌山県（1 市）、島根県（2 市 2 町）は厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研
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究）「都道府県がん登録の全国集計データと診療情報等との併用・突合によるがん統計整備及び活用促
進の研究」班（研究代表者・松田智大）の支援によって実施された事業だった。なお、青森県、和歌山
県、島根県は本研究班に参加して、引き続きデータ照合によるがん検診の精度管理を実施している。 
 
② がん登録室へのデータ提供に関する相談 

データ提供にまでは至らなかったものの、都道府県がん登録室にデータ提供に関する相談があった自
治体は、東京都（港区、文京区、葛飾区）、石川県（金沢市）、愛知県（半田市、名古屋市）だった。 
 
(2) 新たに事業展開を希望する自治体の抽出 

本研究班の協力の下でデータ照合によるがん検診の精度管理を実施する 3 県（25 市町村）以外の自治
体に対して、本研究班の趣旨とがん検診の精度管理の重要性を説明し、新規事業としてのデータ照合に
よるがん検診の精度管理を提案した。そのうち、秋田県男鹿市で令和 4 年度に本研究班の協力の下で新
規に事業を開始することとなった。このことについては秋田県がん登録室も把握しており、事務手続き
等に関する協力を内諾いただいている。 
 
Ｄ．考察 

本研究班に参加している先行 3 県（25 市町村）と栃木県（5 市町）は、本研究班が発足する前に他の
研究班の支援の下でデータ照合によるがん検診の精度管理を実施しており、研究班等の支援なく独自で
事業を展開していたのは福井県だけだった。このことから、当該事業は研究班などの専門家の支援なし
ではかなり難易度が高く、困難なものであると考えられた。今後、当該事業を普及させるためには、標
準的な手順の整備や算出する精度管理指標の例示、指標算出のための各項目の定義など、専門知識が必
要な部分を解説したマニュアル的な資材を作成する必要があると考えられた。また、そのような資材は、
今後、当該事業を全国的に標準化する際にも十分に役立つものと期待される。 

がん登録情報とがん検診情報の照合作業を普及させる際に、これまで最も懸念されていたのは、個人
情報の保護との関連で、受診者の同意を得ずにデータ提供やデータ照合することへの忌避だった。しか
し、指標の算出や精度管理までには至っていないものの、これまで複数の自治体でがん検診のためにデ
ータ提供やデータ照合が実施されてきたことが明らかになり、行政のがん登録情報の利用に対する理解、
あるいはがん検診の精度管理に対する認識が拡大しているものと考えられた。このことは今後の研究班
活動にとって極めて重要であり、先行 3 県の他に新規に当該事業を開始する自治体での事例を示すこと
によってさらにがん登録情報やがん検診情報の利用が促進する可能性がある。 

また、既にデータを利用したことのある自治体と、データ利用には至らなかったものの都道府県がん
登録室に相談した経験がある自治体に新規事業としてのデータ照合によるがん検診の精度管理を提案
したところ、秋田県男鹿市が令和 4 年度からデータ照合によるがん検診の精度管理事業を開始すること
になった。既にがん登録情報とがん検診情報を利用した経験がある自治体は、個人情報の保護という視
点をクリアした後の視点からデータ照合事業について考えることが可能になり、その他の自治体よりも
当該事業への参加のハードルが低いのかもしれない。今後も過去にデータ利用した経験のある自治体に
継続的に働きかけることで新規に参加する自治体を増加させることができると思われた。また、そのよ
うなデータ利用経験のない自治体には、個人情報を保護しながら当該事業の実施が可能であることを、
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本研究班での事例を紹介しながら丁寧に説明する必要があると考えられた。 
 
Ｅ．結論 

これまで複数の自治体でがん検診の精度管理を目的にがん登録データが利用されてきたが、実際にデ
ータ照合を実施して指標を算出し、精度管理に至ったのは 5 県のみだった。そのうち、厚生労働省研究
班等の支援を受けずに事業を遂行したのは 1 県のみであり、データ照合によるがん検診の精度管理事業
にはかなりの専門知識が必要であることが明らかになった。これを踏まえて、今後、当該事業を全国に
普及させるためには、標準的な手順の整備や算出する精度管理指標の例示、指標算出のための各項目の
定義など、専門知識が必要な部分を解説したマニュアル的な資材を作成する必要があると考えられた。
また、既にがん登録情報やがん検診情報を利用した経験のある自治体では、当該事業を新規に開始する
際のハードルが低い可能性があり、今後も継続的に働きかける必要がある。 
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全国の都道府県、がん登録室に実施したアンケート 
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表 1. がん検診の精度管理を目的としたがん登録データの提供の有無 

都道府県名 データ提供の有無 
有の場合 

データ提供先 
データ照合の有無 

北海道 無   
青森県 有 階上町 無 

 有 青森市 無 
 有 青森市 無 
 有 黒石市 無 
 有 青森県（20 市町村） 有 

岩手県 無   
宮城県 無   
秋田県 有 男鹿市 無 

 有 秋田市 無 
 有 湯沢市 無 

山形県 無   
福島県 無   
茨城県 無   
栃木県 有 宇都宮市 有 

 有 小山市 有 
 有 大田原市 有 
 有 芳賀町 有 
 有 那須町 有 
 有 栃木県 有 

群馬県 無   
埼玉県 無   
千葉県 無   
東京都 有 練馬区 無 

 有 杉並区 有 
 有 八王子市 有 

神奈川県 有 横浜市 有 
新潟県 無   
富山県 無   
石川県 有 津幡町 無 
福井県 有 福井県 

（17 市町） 
有 

山梨県 無   
長野県 無   
岐阜県 無   
静岡県 無   
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（表 1 続き） 

都道府県名 データ提供の有無 
有の場合 

データ提供先 
データ照合の有無 

愛知県 無   
三重県 無   
滋賀県 無   
京都府 無   
大阪府 有 豊中市 無 

 有 枚方市 有 
兵庫県 無   
奈良県 無   

和歌山県 有 和歌山市 有 
鳥取県 無   
島根県 有 島根県 

（松江市、大田市、巴南
町、隠岐の島町） 

 

岡山県 無   
広島県 無   
山口県 無   
徳島県 無   
香川県 無   
愛媛県 無   
高知県 無   
福岡県 無   
佐賀県 無   
長崎県 無   
熊本県 無   
大分県 無   
宮崎県 無   

鹿児島県 無   
沖縄県 無   
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資料 データ照合に必要ながん登録情報とその定義 
 
1. 対象がん罹患の有無 

わが国では、対策型検診として胃がん検診、大腸がん検診、肺がん検診、乳がん検診、
子宮頸がん検診が実施されている。全国がん登録ではがん種の局在情報を国際疾病分類腫
瘍学第 3 版（ICD-O-3）の定義にしたがってコード化してデータベースに保存しているた
め、各がん検診における対象がんを以下のように ICD-O-3 によって定義し、がん検診受
診者に全国がん登録情報が存在しない場合に対象がんの罹患がないと判定することとした。 
 
① 胃がん検診：C16（胃） 

C16.0（噴門）、C16.1（胃底部）、C16.2（胃体部）、C16.3（胃前庭部）、C16.4（幽門）、
C16.5（胃小彎）、C16.6（胃大彎）、C16.8（胃の境界部病巣）、C16.9（胃、NOS*）が含ま
れる。 
 
NOS*：Not Otherwise Specified の略であり、他に何らの説明や記載のないものや詳細不

明のもののこと。 
 
② 大腸がん検診：C18（結腸）、C19（直腸 S 状結腸移行部）、C20（直腸） 

C18.0（盲腸）、C18.1（虫垂）、C18.2（上行結腸）、C18.3（右結腸曲）、C18.4（横行結
腸）、C18.5（左結腸曲）、C18.6（下行結腸）、C18.7（S 状結腸）、C18.8（結腸の境界部病
巣）、C18.9（結腸、NOS）、C19.9（直腸 S 状結腸移行部）、C20.9（直腸、NOS）が含ま
れる。 
 
③ 肺がん検診：C33（気管）、C34（肺） 

C33.9（気管）、C34.0（主気管支）、C34.1（上葉、肺）、C34.2（中葉、肺）、C34.3（下
葉、肺）、C34.8（肺の境界部病巣）、C34.9（肺、NOS）が含まれる。 
 
④ 乳がん検診：C50（乳房） 

C50.0（乳頭）、C50.1（乳房中央部）、C50.2（乳房上内側 4 分の 1）、C50.3（乳房下内
側 4 分の 1）、C50.4（乳房上外側 4 分の 1）、C50.5（乳房下外側 4 分の 1）、C50.6（乳腺
腋窩尾部）、C50.8（乳房の境界部競争）、C50.9（乳房、NOS）が含まれる。 
 
⑤ 子宮頸がん検診：C53（子宮頸） 

C53.0（子宮頸内膜）、C53.1（子宮頸外部）、C53.8（子宮頸の境界部病巣）、C53.9（子
宮頸、NOS）が含まれる。 
 
2. 診断日 

全国がん登録では、当該がんの診断のために実施した検査のうち、「がん」と診断する根
拠となった検査を実施した日を診断日と定義している。診断のために複数の検査を実施し
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た場合には、各検査を下記の７つに分類し、最も数字の小さい検査を実施した日を診断日
とする。 
 
① 原発巣の組織診（原発巣と考えられる部位から採取された標本の病理組織診により「が

ん」と診断された場合） 
② 転移巣の組織診（転移巣と考えられる部位から採取された標本の病理組織診により「が

ん」と診断された場合） 
③ 細胞診（病理組織診では「がん」の診断なく、喀痰や腟分泌物による剥離細胞診、内

視鏡検査による擦過/吸引細胞診や洗浄細胞診より「がん」と診断された場合） 
④ 部位特異的腫瘍マーカー（がん検診の対象がんでは適用となる場合はない） 
⑤ 臨床検査（画像診断を含む） 
⑥ 臨床診断（①～⑤を伴わずに「がん」と診断した場合） 
⑦ 不明（「がん」と診断された検査が不明な場合） 
 
3. 進展度・総合 

全国がん登録では、米国の Surveillance Epidemiology and End Results（SEER）Summary 
Staging Manual 2000 をわが国の実情に合わせて修正した進行度分類である進展度を採用
している。また、国際対がん連合（UICC）TNM 分類と同様に、進展度には進展度・治療
前と進展度・術後病理学的の 2 通りの分類がある。進展度・総合とは、進展度・術後病理
学的に a)b)c)d)e)h)が登録されている場合はそちらを採用し、f)が登録されている場合に
は進展度・治療前を採用したものである。 
 
(1) 進展度・治療前 

① 上皮内（組織の基底膜下にがん細胞が入り込んでいない状態） 
② 限局（がんが発生元の器官に限定して存在する状態） 
③ 領域リンパ節転移（がんの発生元の器官と直結したリンパ路をもつリンパ節への転

移が認められる状態） 
④ 隣接臓器浸潤（がんが発生元の器官と隣接する器官の境界を越えて進展した状態） 
⑤ 遠隔転移（がん細胞が発生元の器官から離れて身体の他の部位に移動し、新しい病

巣において増殖を始めている状態） 
⑥ 該当せず（がん検診の対象がんでは適用となる場合はない。） 
⑦ 不明 

 
(2) 進展度・術後病理学的 

① 上皮内（組織の基底膜下にがん細胞が入り込んでいない状態） 
② 限局（がんが発生元の器官に限定して存在する状態） 
③ 領域リンパ節転移（がんの発生元の器官と直結したリンパ路をもつリンパ節への転

移が認められる状態） 
④ 隣接臓器浸潤（がんが発生元の器官と隣接する器官の境界を越えて進展した状態） 
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⑤ 遠隔転移（がん細胞が発生元の器官から離れて身体の他の部位に移動し、新しい病
巣において増殖を始めている状態） 

⑥ 手術なし又は術前治療後（当該がんの手術が自施設で行われなかった場合、または
手術の前に初回の治療が開始された場合） 

⑦ 該当せず 
⑧ 不明 

 
4. 発見経緯 

当該がんが診断される発端となった状況を、以下の 5 つに分類した項目である。 
 
(1) がん検診・健康診断・人間ドック（市区町村が実施する「がん検診」の他、老人健康

診査や自主的に受診する健康診断、あるいは人間ドックでの結果により、医療機関を
受診した場合。） 

(2) 他疾患の経過観察中の偶然発見（他の疾患で経過観察中に実施された検査などにより、
偶然発見されたもの。） 

(3) 剖検発見（死体解剖で初めて診断された場合） 
(4) その他（上記に当てはまらない場合であり、自覚症状による受診を含む） 
(5) 不明 
 
5. 診断日の日付精度 

医療機関は診療記録等を確認して診断日を判定し、全国がん登録に届け出ている。しか
し、場合によっては曖昧な記録しか存在しないために、日付の一部分または全部が不明と
して届けられることがある。そのような場合に対応するため、全国がん登録では日付情報
の信頼性を日付精度としてデータベースに記録している。 
 
0 完全な日付 
1 閏年以外の 2 月 29 日 
2 日のみ不明（データベースには 15 日と記録されている） 
3 月を推定 
4 月･日が不明（データベースには 7 月 2 日と記録されている） 
5 年を推定 
9 日付なし 
 
6. 組織型 

全国がん登録では、がん組織の形態情報（組織型）を ICD-O-3 の定義にしたがってコー
ド化し、データベースに保存している。ICD-O-3 形態コードは、4 桁の細胞型コード、1
桁の性状（上皮内、浸潤）コード、1 桁の分化度コードの組み合わせであるが、報告の際
には和文にデコードすることとした。（例：M8211/32 → （浸潤性）中分化型管状腺癌） 
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資料 データ照合に必要ながん検診情報とその定義 
 

対策型検診において、精度管理などを目的として市町村は多くの情報を収集している。
そのうち、感度・特異度の算出のために、以下の情報を利用することとした。 
 
1. がん検診受診日 

がん検診の対象者が、がん検診を受診した日である。がん検診受診日が不明確である（市
町村の情報が不完全である）場合、月はそのまま採用し、日は 15 日とすることとした。 
 
2. がん検診の結果 

検査の結果に基づいて判定された、要精検（陽性、がん疑いあり）か異常なし（陰性、
がん疑いなし）かのいずれかである。 

これら 2 つ以外の用語で判定している市町村の場合は、がん疑いありと考えられる用語
での判定を要精検（陽性）、すぐに精検を求めていない用語での判定を異常なし（陰性）と
判断することとした。これまで、研究班が各地の対策型検診の感度、特異度等を算出する
取り組みを支援した際に把握した「要精検（がん疑いあり）」「異常なし（がん疑いなし）」
以外の結果と、それらをどちらに分類したのかを表 1 に示した。 

なお、市町村が以下に示すような検査結果（要精検・異常なし判定の基となる情報）を
記録していた場合には、それらから直接得られる結果を優先して採用することとした。 
 大腸がん検診：免疫学的便潜血検査 定量値、あるいは定性的判定 
 乳がん検診：マンモグラフィー読影結果のカテゴリー分類 
 子宮頸がん検診：スメア細胞診のベセスダ分類 

 
3. 精検受診日 

がん検診の結果が要精検であった場合に、医療機関で精検が実施された日である。これ
は、精検を実施した医療機関から市町村への精検結果の通知や、市町村が要精検者や精検
を実施した医療機関に問い合わせることで得られる情報である。 
 
4. 精検結果 

医療機関で実施された精検の結果、がんが発見されたか否かに関する情報である。これ
も、精検を実施した医療機関から市町村への精検結果の通知や、市町村が要精検者や精検
を実施した医療機関に問い合わせることで得られる情報である。 
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表 1. 研究班が把握している「要精検（がん疑いあり）」「異常なし（がん疑いなし）」以外の結果とその分類 

がん検診の結果 
研究班としての判定 

要精検（がん疑いあり） 異常なし（がん疑いなし） 
AdenoCa 〇  
該当する 〇  
要治療 〇  
緊急要精検 〇  
医療機関受診（医療機関を受診し、医師と相談して下さい） 〇  
その他  〇 
要観察  〇 
経過観察  〇 
該当しない  〇 
軽度異常  〇 
暴飲暴食を控える  〇 
具合が悪くなったら医師に相談  〇 
異常所見を認めるが精査を必要としない  〇 
がんの疑いを否定しえない  〇 
六ヶ月に一度検査  〇 
軽度異常あるも心配なし  〇 
要経過観察  〇 
軽度異常（日常生活に支障なし）  〇 
軽度異常（生活習慣改善、経過観察を要する）  〇 
精検不要  〇 
その他（症状があれば受診）  〇 
胆石  〇 
胃潰瘍瘢痕  〇 
次回精密検査  〇 
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資料 データ照合によるがん検診事業の評価対象から除外する受診者・がん 
 

下記のように、本来はがん検診を受診すべきではなかった者や情報が不十分な場合は、評
価対象からあらかじめ除外する。 
 
1. 複数回受診 

同一対象者が同一年度内に同一がん検診を複数回受診した場合には、初回の受診日を当
該年度の受診日とし、2 回目以降の受診は評価の対象外とする。そのため、複数回受診した
者であっても、感度・特異度を算出する際は 1 人とカウントされる。 

なお、複数回受診による除外者数を報告する際、複数回受診者を把握できない市町村は、
複数回受診者数が存在しないと誤解されないように「把握できない」ことを報告する。 
 
2. がん検診の受診前に診断されたがん 

がん検診の受診日より前に診断された対象部位のがんは、評価の対象外とすることとし
た。ただし、診断日が不確実性を伴う場合を考慮して、全国がん登録から抽出された診断日
の日付精度に応じて、がん検診の受診前に診断されたがんを以下のように定義した。 
 
・ 日付精度 0：がん検診の受診日より前に診断された対象部位のがん 
・ 日付精度 1、2：がん検診を受診した月と同月、あるいはそれより前の月に診断された

対象部位のがん 
・ 日付精度 3、4、5、9：すべての対象部位のがん 
 

ただし、受診者は感度・特異度を算出する際の対象者（がん検診の受診者）に含むことと
した。 
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資料 照合データから得られる集計値の信頼性を損なう可能性がある受診者・がん 
 
1. 要精検（陽性、がん疑いあり）、異常なし（陰性、がん疑いなし）以外の結果 

資料 3 データ照合に必要ながん検診情報とその定義 ２．がん検診の結果 で把握した
ように、要精検と異常なし以外の結果があった場合にはそれらを要精検、異常なしのどちら
に区分して偽陰性者等の判定を行ったのかを報告する。これらは、市町村が意図した結果が
偽陰性者等の判定に反映されず、感度・特異度が実際の検査の性能と異なる可能性がある。
ただし、曖昧な表現の結果は受診者の不安や不必要な精検の原因になり、がん検診の不利益
が増大する。今後は、市町村が意図した結果を偽陰性者の判定に反映させることよりも、曖
昧な表現の結果をなくす取り組みを優先すべきである。 

また、以下のように検査結果（要精検・異常なし判定の基となる情報）から直接判定した
場合、この結果と市町村が受診者に通知した結果が異なっていた数を報告する。 
 大腸がん検診：免疫学的便潜血検査 定量値、あるいは定性的判定 
 乳がん検診：マンモグラフィー読影結果のカテゴリー分類 
 子宮頸がん検診：スメア細胞診のベセスダ分類 

 
2. 全国がん登録では罹患が確認されず、市町村のみが把握したがんの数 

がん検診の対象がんが診断されても全国がん登録に届け出られなかった場合、要精検者
を追跡交差した市町村しかがんを把握できない。ただし、市町村ではがん以外の精検結果
（「がん疑い」や「腫瘍」など）をがんと記録していることも想定される。このような不確
実性を把握するため、市町村のみが把握したがんの数を報告する。 
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資料 がん検診事業における感度・特異度算出マニュアル 
 

 

A. 研究目的 

がん死亡率を減少させる効果的ながん検診の要件は、検診手法の科学的根拠とその徹底

的な精度管理である。精度管理については市町村における検診体制の整備や精検受診率の

向上等、近年改善されつつあるものの、本来がん検診の主たる要評価指標である感度（検診

受診者中、次回検診までに発生したすべてのがんに対する要精検と判定された者の割合）の

実測についてはこれまで不可能であった。しかし、平成 28年に「がん登録等の推進に関す

る法律」が施行され、市町村による全国がん登録情報の利用が認められたことで、市町村が

保有するがん検診情報と全国がん登録情報との照合データを用いた精度管理が可能となっ

た。精度管理指標として感度・特異度があるが、これらを比較できる形で算出するためには、

市町村が保有するがん検診情報と全国がん登録情報の(1)がん罹患の有無、(2)がん検診・陽

性、(3)がん検診・陰性、(4)がん検診受診日からのフォローアップ期間、(5)がん検診受診

前のがん罹患、(6)同一年度内、同一がん検診の受診回数 から受診者の 4区分（偽陰性者、

真陰性者、偽陽性者、真陽性者）を定義して感度、特異度を算出する必要がある。研究班で

は、指標を算出する集計作業を市町村、あるいは都道府県（都道府県がん登録室）の両方が

行う可能性があることを想定し、行政職でも利用可能な内容での感度・特異度算出マニュア

ルを作成した。 

 

B. 研究方法 

 昨年度、本研究班で整理した検診結果（陽性・陰性）の定義、「検診受診前のがん罹患」

の取り扱い、偽陰性の定義等を整理し、マニュアルに記載することとした。 

 普段、集計作業に従事していない自治体担当者（あるいは都道府県がん登録室）が集計作

業や感度・特異度の算出を行うことを想定し、集計用データの作成からデータ整理、集計作

業、算出方法までを記載した。 

 

C. 研究方法 

 昨年度、本研究班で整理した検診結果（陽性・陰性）の定義、「検診受診前のがん罹患」

の取り扱い、偽陰性の定義等を整理し、マニュアルに記載することとした。 

 普段、集計作業に従事していない自治体担当者（あるいは都道府県がん登録室）が集計作

業や感度・特異度の算出を行うことを想定し、集計用データの作成からデータ整理、集計作

業、算出方法までを記載した。 

 

（１） 使用するソフトウェア 

がん検診情報と全国がん登録との照合データは、図１のようなテキストファイルもしくはEx
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celファイルで提供され、集計作業や感度・特異度の算出にはExcelをはじめとした表計算ソ

フトや、Stata®やRなどの統計ソフトを使用することが可能である。 

 本研究では、多くの自治体（あるいは都道府県がん登録室）が新たに導入する必要がなく、

使い慣れていると想定されるExcelを使用した集計方法でマニュアルを作成した。 

 

 

 

 

 

 

図１．提供されるがん登録情報の例（テキスト形式） 

 

（２） 集計に使用できる変数 

 がん検診情報からは、表1の項目を集計に使用する。 

 がん検診情報とがん登録情報の照合では、氏名、性別、生年月日、住所を使用して個人を

同定する。その他に、がん検診台帳に記載されていたがん検診対象者のうち、がん登録情報

が存在したがん検診対象者については、表２のがん罹患情報を付与することが可能であり、

集計に利用できる。（がん登録情報が存在しなかったがん検診対象者については、がん罹患

情報は付与されない。） 

 

表１. がん検診情報から集計に使用できる項目 

項目 内容 

検診受診日 年月日 

検診の判定結果 がん疑いあり（陽性） 

がん疑いなし（陰性） 

精検受診日 年月日 

精検結果※ 早期がん 

その他 

※把握できた場合は使用する。 

 

① 診断日精度について 

診断日精度とは、がん登録情報から出力された診断年月日が、がん罹患症例として登録され

た時点でどこまで日付が明らかであるかという項目である。診断日精度により診断年月日の

信頼性は異なるため、診断日精度によりがん罹患情報の扱いは以下の通りとする。 

・ 診断日精度 0、1、2は出力された診断年月日をそのまま使用する。その他のがん罹患情

報も使用する。 
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・ 診断日精度3、4、5、9は診断年月日の精度が低いため、検診受診からの発見がんとして

扱わず、診断年月日以外の罹患情報も使用しない。（がん検診受診者としてはカウント

する。） 

 

② 診断年月日（文字列）から日付への変換 

  診断年月日は８桁の文字列で出力されるため、そのまま日付として扱うことができない。

マニュアルでは文字列から日付形式（計算に使用可能）へ変換する方法についても記載した。 

 

表２．がん登録情報との照合により付与できるがん罹患情報 

 

（３） がん検診情報とがん登録情報

の結合方法 

①前処理について（テキストファイ

ルから Excel ファイルへの変換） 

前述のように、がん登録情報はテ

キストファイルもしくは Excel ファ

イルで提供される。マニュアルでは、

テキストファイルで提供された場合

を想定し、テキストファイルから

Excel への変換方法についても記載

した。 

 

②がん検診情報とがん登録情報の結

合 

都道府県がん登録室から提供され

るがん登録情報には、診断年月日や

局在コードなどのがん罹患情報のみ

が含まれており、氏名や住所などの

個人を特定できる情報は含まれてい

ない。そのため、がん検診情報とがん

登録情報を結合する際には、都道府

県がん登録室ががん検診情報に付与

するデータ識別番号を使用する。デ

ータ識別番号は、がん検診情報に記

載のあるがん検診対象者一人に一つ

ずつ割り当てられる番号であり、このデータ識別番号と提供されたがん登録情報に含まれて

項目 内容 備考 

診断年月日 年月日 8 桁で出力される。 

（例）2020年 4月 1日→20200401 

診断日精度 0：完全な日付 

 

1：閏年以外の 2/29 

 

2：日のみ不明 診断日の日が 15 日と出力。 

3：月を推定 診断日の日が 15 日と出力。 

4：月・日が不明 診断日の年月が７月 2 日と出力。 

5：年を推定 診断日の年月が７月 2 日と出力。 

9：日付なし 診断年月日は存在しない。 

進展度・総合 400：上皮内 

 

410：限局 

 

420：領域リンパ節転移 

 

430：隣接臓器浸潤 

 

440：遠隔転移 

 

777：該当せず 白血病、多発性骨髄腫の場合。 

499：不明 

 

発見経緯 1：がん検診・健康診断・

人間ドックでの発見例 

 

3：他疾患の経過観察中

の偶然発見 

 

4：剖検発見 

 

8：その他 1、3、4 に当てはまらないもの。

自覚症状による受診を含む。 

9：不明 
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いるデータ識別番号は同一のものである。 

 

（４） 定義の記載 

① がん検診の判定結果（がん疑いあり（陰性）・がん疑いなし（陰性））の定義 

 昨年度、本研究班で検討したがん検診の判定結果の定義についてもマニュアルへ記載し

た。 

 がん疑いあり（陽性）は「要精検」や「要治療」など、がんの疑いがあると考えられる判

定とし、がん疑いなし（陰性）は「精検不要」や「要経過観察」など、すぐに精検を求めて

いない判定とした。また、カテゴリー分類やベセスダ分類など、より正確な判定結果の情報

がわかる場合には、その結果を優先して使用することとした。 

 

② がん検診受診日から診断年月日までの日数による取扱い 

 昨年度、本研究班で検討したがん検診受診日から診断年月日までの日数による取扱いに

ついても、マニュアルへ記載した。 

がん検診受診日から診断年月日までの日数が 1～364 日の発見がんは、「検診受診から１

年以内のがん」とし、365日以上のがんは集計しないこととした。また、検診受診日 

よりも以前に診断されたがんについては、がんとして集計しないこととした。 

 がん登録情報ではなく、がん検診情報の精密検査結果により把握できた発見がんについ

ては、検診受診日よりも後に精密検査受診していた場合は「検診受診から１年以内のがん」

として集計することとした。 

 

③ 年度内複数受診の取扱い 

集計の際、同一人物がひとつのがん検診に複数回受診していることが明らかの場合、年度

の最初の検診を検診受診日として扱い、２回目以降の受診は集計しないこととした。 

 

（５） 集計方法および感度・特異度の算出方法の記載 

 集計方法および感度・特異度の算出方法の記載については、普段集計作業に従事していな

い自治体担当者（あるいは都道府県がん登録室）が実施することを想定し、実際の Excel操

作画面や、作業の例を図として詳細に掲載した。使用する関数についても説明を加え、どの

部分を変更すれば自身の自治体データで使用できるのか、イメージできるようにした。 

 最終的にどのような集計表を作成するのか例示し、集計すべき項目とともに記載した。 

 

D. 考察 

（１） マニュアル作成時に把握した問題点と解決策 

 本研究では、自治体担当者（あるいは都道府県がん登録室）がExcelを使用して集計や感

度・特異度の算出を行うことを想定して作成した。マニュアルの作成により、自治体担当者
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（あるいは都道府県がん登録室）が本研究班で整理した集計の際の定義等を確認しながら、

統一された方法で集計や感度・特異度を算出することが可能となった。しかし、集計作業に

はExcelのピボットテーブル機能や、IF関数などの関数を多用する必要があり、集計作業に

不慣れな自治体担当者が初めて取り組む際には、想定外のトラブルが生じる可能性を否定で

きない。そのため、実際の作業場面や作業の例の他に、注意点を項目として追加した。注意

点では、気を付けて作業すべき箇所や、想定し得る失敗例を掲載し、トラブルを防ぐ工夫を

した。 

 また、Excel操作に不慣れである場合、操作手順が多いほど誤りが発生する可能性がある。

そのため、今後はマクロを配布する、Rなどのスクリプトを配布する、もしくはアプリケーシ

ョンを開発するなど、多くの自治体担当者が誤りを少なく、統一された集計・算出方法で、

作業負担も軽減されるような手法を開発する必要があると考えられた。 

 

（２）マニュアルの更新 

本研究で作成したマニュアルは、多くの自治体担当者（都道府県がん登録室）にご使用い

ただき、使いにくい点、わかりにくい点や問題点を指摘していただくことで、今後更新して

いく必要があると考えられた。 

 

E. 結論 

 指標を算出する集計作業を市町村、あるいは都道府県（都道府県がん登録室）の両方が行

う可能性があることを想定し、行政職でも利用可能な内容での感度・特異度算出マニュアル

を作成した。本マニュアルは暫定版であり、今後は改善点を収集し、内容を更新していく必

要があると考えられた。 

 

 

 

  



61 
 

資料 先行自治体での実施状況まとめ（実施主体、がん登録データ利用申請、データの流れ等） 
 

地域 
実施主体 

（がん登録データ 
利用申請） 

集計実施 
データの流れ 
（照合まで） 

データの流れ 
（照合～集計） 

注意事項 

青森県 県 がん登録室 
市町村 

→県（確認） 
→がん登録室 

がん登録室（照合/集計） 
→県 
→市町村（集計結果） 

各市町村と県で個人情報取り扱い
に関する協定を締結 

島根県 
愛媛県 

県 
委託 

（研究班） 
市町村 

→がん登録室 

がん登録室（照合/匿名化） 
→研究班（集計） 
→県 
→市町村（集計結果） 

・ 研究班の解析担当者をがん登
録情報の利用者として申請 

・ 県から研究班に対して協力依
頼文書を発行 

和歌山県 
和歌山市 

県・市 
委託 

（研究班） 

市町村（検診結果なし） 
→県（検診結果なし） 
→がん登録室（確認） 

がん登録室（照合） 
→市（検診結果付与） 
→研究班（集計） 
→県 
→市 

・ 研究班の解析担当者をがん登
録情報の利用者として申請 

・ 個人情報取り扱いに対する協
定を県、市、研究班の3者協定 

東京都 
港区 

区 
委託 

（研究班） 
区（検診結果なし） 

→がん登録室（確認） 

がん登録室（照合） 
→区（検診結果付与） 
→研究班（集計） 
→区 

・ 研究班の解析担当者をがん登
録情報の利用者として申請 

・ 研究班のメンバーを区の検診
事業の臨時委員に任命 

東京都 
八王子市 

市 市担当者 
市（検診結果なし） 

→がん登録室（確認） 

がん登録室（照合） 
→市（検診結果付与/集計） 
→研究班（集計結果） 

集計まで市の担当者レベルで完結 
研究班より集計マニュアルを提供 
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資料 がん登録情報とがん検診情報の照合によるがん検診の精度管理事業における課題 

 

Ⅰ．市町村が実施するがん検診事業 

市町村が実施するがん検診事業は、健康増進法第十九条の二（市町村は、第十七条第一項に規定する業務に

係る事業以外の健康増進事業であって厚生労働省令で定めるものの実施に努めるものとする。）に基づいて実

施されている。厚生労働省令の具体的な内容は、がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針（健発

第0331058号厚生労働省健康局長通知別添）（以下、「指針」という。）に示されている。指針には、5つのが

ん検診（胃がん検診、大腸がん検診、肺がん検診、乳がん検診、子宮頸がん検診）について、問診や検査の実

施、結果の通知、検診に関する記録の整備の他に、事業評価に関して記載されており、市町村はチェックリス

ト（市町村用）を参考にして精度管理することとされている。 

指針に示されている事業評価には都道府県の役割もあり、地域がん登録及び全国がん登録を活用するととも

に、チェックリスト（都道府県用）を参考として精度管理を実施することとされている。同様の内容は、チェ

ックリスト（都道府県用）に追加調査として「がん登録を活用して、感度・特異度の算出や、予後調査ができ

るような体制を作」ることが明記されている。なお、がん検診における都道府県の役割は、健康増進法第十九

条の三（都道府県は、前条の規定により市町村が行う事業の実施に関し、市町村相互間の連絡調整を行い、及

び市町村の求めに応じ、その設置する保健所による技術的事項についての協力その他当該市町村に対する必要

な援助を行うものとする。）に基づいている。 

以上から、市町村が実施するがん検診事業には精度管理（地域がん登録及び全国がん登録を活用した感度・

特異度の算出を含む）が含まれていることが分かる。 

なお、市町村が実施するがん検診は、個人情報の保護に関する法律第二十七条第１項第一号（法令に基づく

場合）及び第三号（公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人

の同意を得ることが困難であるとき。）に該当するため、市町村は受診者の同意を得ずにがん検診を実施した

機関や精検を実施した医療機関、都道府県がん登録室などへの個人情報の提供が可能である。 

 

Ⅱ．がん検診の精度管理のための全国がん登録情報の利用 

全国がん登録は、がん登録等の推進に関する法律（以下、「がん登録推進法」という。）に基づいて実施さ

れている。具体的には、病院と一部の診療所は所在する都道府県のがん登録室（都道府県がん登録室）にがん

罹患情報を提出し、都道府県がん登録室はそれらから同一個人を同定して、がん罹患情報を一人に集約する。

国立がん研究センターは都道府県がん登録室がとりまとめたがん罹患情報を都道府県間での重複登録を同定

し、集約する。その後、がん罹患情報には毎年の死亡情報が付与され、がん登録情報として記録、活用される。 

がん登録情報の利用は、同一の都道府県内に居住するがん患者についてであれば当該都道府県が審査、承認

し、複数の都道府県に居住するがん患者については国立がん研究センターが審査、承認する。がん検診の精度

管理のための全国がん登録情報の利用は当該都道府県内の市町村が情報利用者となるため、都道府県での審査、

承認となる。 

 

Ⅲ．がん登録情報とがん検診情報の照合によるがん検診の精度管理事業における課題 

１．がん登録推進法の課題 

がん登録推進法では、第一条では「がんに係る調査研究を推進し、もってがん対策の一層の充実に資するこ

とを目的とする」こと、第二条第５項では「この法律において「がんに係る調査研究」とは、がん、がん医療

等及びがんの予防に関する統計の作成その他の調査研究をいう」ことが定められている。ただし、同法に関す

る法令にはそれ以上の詳細な記載がないため、「調査研究」に具体的に何が含まれるのかが不明である。特に、

がん検診事業の精度管理を目的とした情報利用（データ照合）が「調査研究」からは想起しにくい。そのため、

精度管理のためのデータ照合が忌避されている。 

このことは、がん登録推進法附則第四条（政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の

状況等を勘案して必要があると認めるときは、全国がん登録のための情報の収集の方法、全国がん登録情報の

利用及び提供の在り方その他がん登録等に関する施策について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を

講ずるものとする。）に基づく法改正時に「調査研究」等の文言を見直すか、がん登録情報の利用に関する指

針またはガイドラインを策定し、その中で具体的に「調査研究」の内容を記載することで解決されるものと考

えられる。 

 

２．全国がん登録情報の提供マニュアル運用の課題 

全国がん登録情報（都道府県がん登録情報を含む）の提供は、全国がん登録情報の提供マニュアル（以下、
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「マニュアル」という。）にしたがって行われなければならない。 

マニュアルでは、がん登録推進法第三十六条に基づいて「第12 調査研究成果の公表前の確認」が記載され

ている。（厚生労働大臣、国立がん研究センター及び都道府県知事は、利用者に、公表予定の内容について公

表前に窓口組織に報告させるものとする（法第36条）。）ただし、同法三十六条は「厚生労働大臣及び都道府

県知事は、この節の規定の施行に必要な限度において、第三節の規定により全国がん登録情報若しくは都道府

県がん情報の提供を受けた者（都道府県知事及び市町村長を除く。次条において同じ。）又は当該提供を受け

た者からこれらの情報の取扱いに関する事務若しくは業務の委託を受けた者に対し、これらの情報の取扱いに

関し報告をさせることができる。」となっているため、この公表前確認の対象に市町村でのがん登録情報の利

用は含まれない。しかし、一部の自治体ではがん検診事業の精度管理を目的としたデータ照合の結果について

公表前確認を要求する場合がある。仮に市町村が利用したがん登録情報の成果を公表前確認の対象にした場合、

公表前確認が終わっていない成果物はすべて中間生成物とみなされるため、感度・特異度等を含む集計結果を

事前に専門家等に諮るためには、あらかじめ専門家等をがん登録情報の利用者としなければならない。しかし、

あらかじめ専門家等を利用者として限定すると、精度管理事業を開始した時には想定できなかった問題点を把

握した場合などに対応できないため、公表前確認の対象を市町村にまで拡大することは本事業の有効性を減弱

させる結果につながると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


